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2006年に発表されたディープラーニングに端を発し、
第3次AI (Artificial Intelligence) ブームが到来しました。
これ以降、ビッグデータの概念の提唱や、機械による
画像認識の飛躍的な高精度化、自然言語処理による人
間と機械の対話などが実現されました。また、2016年
には囲碁対戦用AIによる人間のプロ囲碁棋士への勝
利も大きな話題を呼び、人間の能力を上回る人工知能
の開発に期待が高まりました。過去に2回のブームと
その衰退を経験した人工知能技術は、今回の3度目の
ブームにより大きく進展したと言えるでしょう。それ
に加え、センシング技術の発展により、全てのモノが
インターネットに接続されるIoT (Internet of Things) に
よって、様々な情報の伝達・共有が可能となり、私た
ちの生活の利便性も向上しています。

このように、近年AI やIoT技術が目覚ましく発展し
ています。これらの技術は、地震工学分野においても
研究開発や実務への応用がなされつつあります。今
後の発生が危惧されている巨大地震時の被害を低減
するために、これらの技術のさらなる発展が望まれま
す。そのためには、AI・IoT技術の現状と課題を把握
し、今後の研究・技術開発の指針を得ることが必要と
なります。例えばニューラルネットワークなどに代表
されるAI技術は、これまでの物理モデルに基づいたア
プローチとは異なり、ブラックボックス的な解析手法
に立脚したものが多く見られます。このような技術で
は、予測・評価結果の導出過程や理論的・物理的根拠
が曖昧になるというデメリットがあります。また、機
械学習ではこれまでに得られたデータを利用してモデ
ルを構築するため、これまで経験していない事象、すな
わちデータの得られていない外挿となる範囲への適用
性や信頼性をいかに評価し、予測結果をどのように解
釈するか等については、今後の課題であると考えられ
ます。地震大国である我が国の減災・防災にAI・IoT

技術を活用するためには、同技術によって何が可能で
何が不可能なのかといった現状を把握し、その上でそ
の課題を解決してゆくことが重要となります。

このようなことをふまえまして、本特集では「震災
に立ち向かうAI・IoT技術」と題した特集を企画いた
しました。本特集では、現在地震工学分野でAI・IoT

技術を活用した研究を第一線で実施されている方々に、

取り組まれている研究の概要や同技術の可能性等につ
いてご執筆いただきました。

関東学院大学・北原武嗣先生および山梨大学・宮本
崇先生には、IoT・AI技術の地震工学への応用につい
てご執筆いただきました。また、竹中工務店・鈴木琢
也氏、広島大学・三浦弘之先生、千葉大学・丸山喜久
先生には、機械学習やAI技術の地震工学への応用可能
性についてご執筆いただきました。東京理科大学・伊
藤拓海先生には、IoT技術による建物の地震被害検知
についてご紹介いただきました。情報通信研究機構・
山口真吾氏には、AIによるSNS情報分析を用いた地震
被害状況把握技術についてご執筆いただきました。ま
た、東京大学名誉教授・井田喜明先生および清水建設・
石井透氏には、地震予知や地震動予測へのAI技術の活
用についてご執筆いただきました。

本特集の各記事では、様々な技術を利用した研究を
通し、地震工学におけるAI・IoT技術の適用事例や展望、
技術的課題のみならず、同技術による都市の防災力強
化の可能性が述べられています。本特集が、AI・IoT

技術を取り入れた地震工学分野における研究の発展の
みならず、減災・防災技術のさらなる発展に貢献でき
れば幸いです。

巻頭言

特集「震災に立ち向かうAI・IoT技術」について

肥田　剛典
●東京大学 助教／会誌編集委員 幹事

肥田 剛典（ひだ たけのり）

東京大学大学院工学系研究科建築学専
攻 助教、2010年京都大学大学院博士
課程修了、同年京都大学防災研究所研
究員、2011年東京理科大学理工学部建
築学科助教を経て、2014年より現職、
博士（工学）、専門分野は建築振動学、
地震防災工学。 
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１．はじめに
１．１　超スマート社会とデジタルツイン

インフラ老朽化と少子高齢化の進む日本では、社会
活動維持のためのコストの増加や労働人口の減少、都
市の過密化と地方の過疎化など、生活水準の低下へと
つながる様々な事象や社会課題が生じている。このよ
うな状況の中で、情報技術をキーテクノロジーとして
社会コストの効率的負担と個人単位での生活水準の向
上を両立させる、超スマート社会の概念が次世代にお
ける日本社会の在り方として提唱され、その具体化が
進みつつある1)。

超スマート社会が目指す社会ビジョンの中では、人
間の体の状態や活動と、都市・環境の状態など、我々
が物理的に生活している現実としての空間が、様々な
IoT技術を用いて収集されたデータに基づいてサイバー
空間上でモデル化される。このモデルの中のデータを、
AI技術を用いて多角的に分析することを通して、現実
の様々なものの最適制御・自動制御や、インフラの劣化
箇所や災害の予兆といった社会の中の異常検知などの
形で現実にフィードバックする、デジタルツインの手
法が主に用いられる。デジタルツインの実現において
は、現実世界のデータ収集のためのIoTと、収集した
データの分析・現実世界へのフィードバックのための
AIという形で、2つの技術が両輪として働くことが期待

されている（図1）。

１．２　超スマート社会における地震防災
デジタルツインの枠組みを地震防災に適用すると、

超スマート社会における地震防災の在り方は次のよう
に述べることができる。すなわち、①地形や地質など
の自然環境、インフラや住宅の個々の構造や分布状況
などの都市環境、人口動態や交通状況といった現実空
間を全域的かつリアルタイムに収集し、②得られた
データをもとに災害前の震災リスク評価・災害時の状
況把握・震災後の状況進展予測といった情報を分析・生
成し、③実社会における事前対策や震災直後の災害対
応、長期的な復興策の最適化へとつなげていくという
ものである。こうした地震防災の実現によって、大規
模な震災に対しても人命や社会の活力が失われること
のないレジリエントな都市を構築することが、地震工
学の意義といえる。

したがって、地震工学におけるIoTとAIの役割はそ
れぞれ、震災リスクや災害状況に関連する現実空間の
データをできるだけ網羅的・リアルタイムに収集する
ことと、実社会の最適制御につながる情報の分析・生
成と考えられる。このような視点の下で、本稿では
IoT・AIの地震工学への応用に関する事例や展望と技術
的課題を順に概観する。

IoT・AI技術の地震工学への応用

北原　武嗣　　／宮本　崇
●関東学院大学 教授　　  ●山梨大学 准教授

特集：震災に立ち向かうAI・IoT技術

図１　デジタルツインとIoT・AIの役割
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２．地震工学におけるIoT・AI技術の応用
２．１　事前対策への応用

都市の震災リスクを評価する上で、都市環境を高精
細に計測・再現したデータは検討の基盤となり得る重
要な情報といえる。UAVなどに搭載されたLiDARによ
る点群データ計測は、都市の計測と再現のための有力
な技術であり、具体的な取り組みも国内外で蓄積され
つつある2),3)。取得された点群データの分析・活用につ
いても、点群深層学習と呼ばれる技術分野が近年発展
しており、Parkら4)は同手法を用いてLiDARデータか
ら詳細な3次元都市モデルを構築する手法を提案して
いる。このような、都市環境の網羅的なデジタル化は
防災以外の側面からも重要であるが、地震工学的な観
点では例えば表層地盤をより高精細に計測・把握する
技術は現在も強く望まれるものであり、より一層の技
術発展が期待される。

震災リスクの評価においても、AIの有する柔軟で高
精度な予測性能は有用となる。Kuboら5)は、地震時に
おける地域毎の地震動強度の予測に際して、機械学習
モデルによる予測器と物理的な知見に基づいた予測式
を併用することによって、様々な地震に対するハザー
ド評価の高精度化に成功している。また、西尾ら6)は、
構造物の確率的な挙動を評価する際に、動的解析のモ
ンテカルロシミュレーション結果をAIに学習させた後
に代替させることで、予測精度を失うことなく解析時
間を大幅に削減する手法を提案している。このように、
観測や数値解析によって十分なデータが得られる場面
においては、データに対するAIの柔軟な適合性能を有
効に活用することが可能である。
２．２　災害状況把握への応用

大規模な震災が生じた際の地域ごとの被災状況の把
握は、IoT・AI技術が最も有力に機能する場面の1つと

考えられる。衛星やUAVといったプラットフォームか
らのリモートセンシングデータは災害情報収集のため
の有力な情報源とされており、その撮影特性に応じて
広域の概況から1棟単位の詳細な被害に至るまで、様々
なレベルでの情報取得への活用が期待できる。また、
普及の進むスマートフォンやウェアラブルデバイスか
らは、プライバシーの問題を解決する必要があるもの
の個人の安否や要救助者の所在を確実に把握できる可
能性がある。

センシングデータからの災害状況の分析にAIを用い
る研究も数多く行われており、例えばMiyamotoら7)は震
災前後の衛星画像の比較や構造物情報の援用といった
機能を持たせた深層学習モデルによって、低解像度の
衛星画像からの住宅1棟単位での被害検知を実現して
いる（図２）。データからの対象物の識別・分類はAIモ
デルが高精度に実現するタスクの1つであり、衛星画像
といったデータ種別や住宅などの対象物に限定されず，
様々な応用が今後も期待される。
２．３　災害対応への応用

震災直後からの災害対応は、救助隊の派遣や応急復
旧の実施などの重要な意思決定を含むものであり、そ
の判断は被害状況の推定や状況推移の予測といった情
報に支えられる。したがって、災害対応をより円滑化
する上でも、IoTやAIに期待される役割は大きいものと
いえる。

復旧活動などの災害対応の最適性の分析は、以前よ
り資源配分問題として数理的に捉えられており8)、その
ようなアプローチの自然な延長として、IoTによる被
災状況の把握とAIを含む各種の数理的手法を用いた
最適な災害対応計画の策定という将来像が考えられる。
ただし、前述のように災害対応は大きな責任を伴いな
がら意思決定を行うものであるため、技術的な検討だ

図２　衛星画像からの住宅被害検知事例7)

(a)現地調査結果 (b)衛星画像からの被害検知結果
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けでなく、人間の意思決定を補助・サポートするシス
テムとしての在り方に加え、法制度などの観点からの
検討も重要と考えられる。

３．IoT・AI技術の応用に関する研究課題
３．１　データ量の不足

震災に関する情報の分析や予測をAIによって行う上
で、大地震が稀な事象であるために、特に深層学習モ
デルの学習に十分なデータが確保できないことが問題
となっている。平常時に観測できるイベントの発生頻
度と比較し、災害の低頻度性は不可避のものであるた
め、実用上は何らかの対応が必須と考えられる。

データ量の不足に対しては、主に情報学の分野にお
いて技術的な解決方法が多く提案されている。平常時
のデータと災害時のデータのように、種別間でデータ
量に差異があるデータセットを一般に不均衡データ
と呼び、その対応策が体系的に整理されている9)。また、
数値シミュレーションから得られる仮想的な災害状況
をAIの学習データに用いる研究事例10)も近年に見られ、
同様の発想は地震工学でも有用と考えられる。より本
質的な対応として、現在よりもさらに高密度なセンシ
ングを行うことによってデータ量やデータ種を確保す
ることは今もって重要といえる。
３．２　AIモデルの説明性

近年のAIモデルは高い性能の下で識別や予測といっ
たタスクを行う一方で、その出力根拠を明示的に示す
ことを苦手としている。このようなAIモデルのブラッ
クボックス性は、災害リスク評価や災害対応などの大
きな責任を伴う場面においてAIの応用を阻む壁となり
得る性質である。

これに対して、AIの説明性や解釈性を高めようとす

る、説明可能AI11)と呼ばれる技術分野が近年に発展し
ており、AIの出力根拠や計算過程そのものを可視化・
透明化しようとする方法が開発されている。こうした
方法を活用することは、地震工学においても今後重要
といえる。また、AIのブラックボックス性と高いタス
ク処理性能を共に受け入れ、AIに任せても良い処理と、
物理的解析や人間の判断に任せるべき処理を、業務フ
ローや情報処理フローの中で仕分けることも有効であ
る可能性もある。このような仕組みの実現のためには、
業務フローやシステム全体の検討・再設計を行うと共
に、AIの適用範囲や学習範囲を明確化し、想定外の事
象に対する適用や出力がなされないようにする必要が
ある。
３．３　未経験の事象の予測

地震防災においては、これまでにデータのない地域
や規模で地震が生じた際の、ハザードや社会的リスク、
被災状況進展の予測が求められる場面も多い。そのよ
うな、学習データにない状況に対する外挿的な予測は、
深層学習を含む多くのAIモデルが原理的に困難として
おり、今後の研究開発が重要な課題である。

モデルの持つ誤差に加え、予測の際の前提条件にも
不確実性を伴う将来状態の予測に際しては、状態を期
待値などの点として推定するのではなく、幅を持たせ
た確率的予測を行うことが望ましい。そのような予測
の手法として、近年ではベイズモデリングを採り入れ
た確率的機械学習モデル12)の適用も進んでおり、地震
工学上の諸問題においても、何らかの予測を行う場合
はこうしたアプローチは有力な手段と考えられる。

また、IoT・AIを用いて未経験の事象に対する予測性
能を向上させるための方策の一つに、自然現象や社会
動態の背後にある本質的なメカニズムをデータ駆動的

図３　データ駆動的な手法と理論・観測・シミュレーションの連携による予測モデルの構築13)
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に発見し、計算モデルに反映させようとするもの13)が
ある。こうしたアプローチは、現象背後のメカニズム
に基づいて、データのない領域での予測を演繹的に行
おうとする発想に基づいており、地震工学に関する理
論や必要な情報の観測、数値シミュレーションなどと
連携して、予測の適用対象の拡大や予測性能の向上に
つながることが期待される（図３）。

４．おわりに
本稿では、日本の目指す超スマート社会の将来像と

の関わりの中で、地震工学におけるIoT・AIの適用事例
や展望、技術的課題を概観した。IoTやAIという発展
の著しい技術が現れている中で、社会は大きな変革期
を迎えつつあるが、社会技術論では「技術の導入時点
ではどのような影響があるか分からない一方で、社会
への導入後はその影響をコントロールすることが難し
い」というコリングリッジのジレンマが知られている。
地震防災という重要な意義を持つ地震工学においても、
こうしたジレンマに捉われることなく、IoT・AI技術の
応用が部分的な課題解決に留まらず、社会全体の最適
な進展につながるように、適切な将来ビジョンを議論
しながら技術開発・制度設計を進めていく必要がある
と著者らは考えている。
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1. はじめに
人工知能分野における機械学習技術の近年の発展は

著しく、画像認識、音声認識、自然言語理解や自動運
転など様々な場面での適用が進められつつある。また、
計算機能力も飛躍的に向上するとともに、機械学習を
行うための計算ライブラリなども多くが自由に利用可
能となっており、機械学習を容易に利用できる環境が
整備されつつある。そのため、地震工学分野において
も最先端の機械学習技術を適用し、更なる発展・進化
を図るための研究も多く行われつつある。

一方で著者は、機械学習を適用する場合には、実用
化に向けて未だ多くの課題があるとも感じている。例
えば、機械学習においては確率論的なモデリングを行
うことが一般的であり、その出力には誤差が含まれる
が、この性質は「安全を確実に担保する」必要がある地
震工学への適用を困難にしている。機械学習を適用す
る際の方向性や、適用方法に関する配慮について十分
に議論されているとは言いがたいと考えている。

そこで本稿では、第３次人工知能ブーム以降に、著
者が実際に行った３つの適用事例を通して、著者が感
じた、今後の機械学習の地震工学への応用の可能性と、
解決すべき現状の課題について述べる。

2. 地震工学の適用事例
2.1. ＲＮＮを用いた履歴モデルの構築

まず、リカレントニューラルネットワーク（以降、
RNN）を用いて履歴モデルを構築する試み1)について
紹介する。文献1)では、人が理解できない複雑な構成
則モデルの構築手法の開発を目的とし、過去の入出力
履歴に応じてシステムを変化できるという特徴を有す
るニューラルネットワーク（以降、NN）であるRNNを
用いて、基本的な力学モデルであるバイリニアモデル
の構築を行い、その適用性を検討している。このよう
なモデリング手法が確立されれば、例えば詳細FEMの
多くの解析結果を教師データとして、詳細FEMモデル
と同等の精度を持ち挙動を追跡できる梁要素などが開
発可能になると考えられる（図1）。

図2には長期にわたる記憶を実現できるようにす
るためのLSTMユニットを用いた3層のRNNモデル
を、図3には、理論モデルの入出力結果を教師データ

として同定されたRNNモデルの出力を示す。図より、
RNNによってバイリニアの理論モデルの挙動を良好
な精度で同定できることが確認できる。

この研究の特徴は、過去の出力を再帰的に入力する
RNNを用いることで、時系列の過程において材料モデ
ルが記憶すべき項目（例えば、最大応答変位）なども
システムが学習の過程で自動的に獲得することを図っ

機械学習の地震工学への応用の可能性

鈴木　琢也
●株式会社竹中工務店 技術研究所 主任研究員

図１　RNNによる材料構成則の構築のイメージ1)

図２　RNNの構成1)

図３　再現された履歴1)
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た点にある。RNNを利用した場合、履歴モデルへの
入出力はそれぞれ変位と力のみに単純化され、構築者
が意図的に入力層の数を調整する必要がない。一方で、
RNNの学習においては、計算時間の制約から、どれぐ
らいまで過去のステップに遡るかをユーザーが設定す
る必要があり、無限に記憶できるわけではない。その
ため、一度生じたら回復することのない損傷や塑性変
形を考慮しなければいけない材料構成則の仕組みとは
両立しえないという課題がある。これを解決するため
には、RNNの学習方法やネットワークの構成方法な
どに何らかの改良が必要になると考えている。その他、
学習に必要な計算コストや、汎化性能、一定の確率で
生じる誤差をどう許容するか、など実用化に向けた課
題は多く残っている。
2.2. 強化学習を用いた解析の高速化

つづいて、大規模モデルにおける収束計算時の収斂
方法の選定に強化学習を用い、計算時間の高速化を
図った事例2)を紹介する。文献2)では、図4に示すよう
に複数の収斂手法を問題や収斂状況に応じて適切に組
み合わせて解析の高速化を図ることを目的に、強化学
習を用いて収斂方法を選択するエージェント（行動価
値テーブル）を構築し、高速化の効果を確認している。

学習には、エージェントが行動する度にその行動価
値（Q値）を更新するQ学習を用い、行動価値テーブル
の構成は図5に示すものとしている。図に示すように、
状態は「前回までに初期剛性法を何回繰り返したか」、
すなわち「最後に接線剛性法を選択したのは何回前
か」で分け、行動は「初期剛性法」と「接線剛性法」の2

択としている。なお、解こうとする解析モデルに応じ
てこの2つの手法のいずれが適切かは異なるため、実
際にどの収斂方法を選択するかは、解析実施者の経験、
勘に委ねられているのが現状である。図6には構築さ
れた行動価値テーブルを用いた場合の解析時間の比較
を示す。図に示すように提案法の解析時間は23秒とな
り、接線剛性法のみを選択した場合の210秒、初期剛
性法のみを選択した場合の35秒よりも短縮できること
が確認できており、強化学習によって構築した行動価
値テーブルによる解析の高速化が一定の可能性を持っ
ていることが確認できた。

この研究における機械学習の適用方法の優れてい
る点は、推定器の出力に誤差が生じたとしても別の
チェック機能によって予め設定した許容残差力の範囲
にあることは担保される点にあると考えている。つま
り、ある収斂計算時に選択する収斂方法が適切でなく
残差力が残った場合であっても以降の収斂計算で許容
誤差内に収まるまで収斂計算は継続し、収斂しなけれ

ば解析実施者はそれを知ることができる。解析の高速
化に限らず、機械学習を適用する場合には全く別の
チェック機能を設け、予期しない誤差が生じた場合に
も対応できる仕組を設けることは重要といえる。

一方で、課題としては、汎化性能を持った行動価値
テーブルの構築のためには、非常に膨大な学習時間が
必要となる見込であることが挙げられる。また膨大な
学習時間を費やしても効果があるかどうかは未知な部
分も多いため、現時点では、既設の建物モデルの応答
解析を即時に行う場合など、解析モデルが既に確定し
ている場合に限定する必要があると考えられる。 

2.3. 強化学習を用いた構造最適化
最後に、強化学習を用いて構造最適化を行うエー

ジェントを作成した事例3)4)を紹介する。文献3)4)では、
構造解析を対戦ゲームに見たて、高得点を得るエー
ジェントを強化学習で作成し構造最適化を行うという
新しい最適化のアプローチに挑戦している。図7には

図６ 
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図４　行動価値テーブルによる手法の選択2)

図５　行動価値テーブル2)

図６　解析時間2)



8 Bulletin of JAEE No.42 February 2021

ゲーム画面を示す。ボールを支えるのに不要と思われ
る部分をタッチで消した後、残ったブロックのみで変
形解析が行われる。2人のプレイヤーがブロックを交
互に消していき、先にボールを規定ラインよりも下に
落としたプレイヤーが負けとなる。子どもの遊びであ
る砂山崩しに近いゲームである。このゲームを、与え
られた状態（State）から各行動（Action）の行動価値Qを
算定するNN（図8）に基づいてプレイするエージェン
トを強化学習によって構築している。図9には学習後
のエージェント同士の対戦結果を示す。図に示すよう
に合理的な形が推定できている。得点は別の最適化手
法の得点とほぼ同等であり、強化学習による構造最適
化に一定の可能性があることが確認できている。

この研究の特徴として、構造解析をゲームとして見
立てることで強化学習の枠組みにはめやすくしている
点にある。相手に勝利することを目的とする対戦ゲー
ムに対する強化学習の適用性が高いことは、囲碁や将
棋の分野でも示されており、これらの分野では人の考
えられない方法を編み出しつつある。構造解析の分野
でもうまくゲーム形式に置換することができれば、こ
れまでにない構造最適化が実現する可能性はあると考
えている。

一方、課題として、汎化性能が挙げられる。現時点
では学習していないステージでも高得点を得るエー
ジェントの作成には至っていない。また、最終的に勝
利することを目的に作成されたエージェントであるた
め、ゲーム途中に現れる図形は合理的なものとはなら
ない。ゲーム途中の形状にも一定の合理性を持たせる
ためには報酬の調整が必要になると考えられる。

3. まとめ
本稿では、近年発展が著しい機械学習技術の地震工

学分野への適用可能性について模索した。現時点では、
他の産業分野に比べて、地震工学分野における機械学
習技術の実用化が進んでいるとまではいえない。本稿
では著者自身の研究という限られた範囲の例を示し
たに過ぎないが、これをきっかけに、機械学習のより
よい適用方法、適用箇所について、多くの方々が議論、
検討して頂き、日本の地震工学技術が世界の最先端と
なることに繋がってくれれば幸いである。
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図７　ゲーム画面3)

図８　入出力関係3)

図９　エージェントが作成した構造4)
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１．はじめに
著者は、本学会の会誌第33号「ここまで見える！リ

モートセンシングが拓く防災の新たな地平」において、
防災リモートセンシングの意義および建物被害把握
への応用に関する研究事例を紹介した1)。その中では、
主にテクスチャ解析や変化検出など従来の画像処理に
よる被害把握手法を紹介した。一方、近年急速に発達
しているAI技術を適用することにより、従来の画像処
理手法と比べて格段に高い性能で画像分類・認識が可
能となっており、リモートセンシング分野においても
広く利用されるようになった。本稿では、画像に対す
る深層学習技術の概要を説明した上で、著者らによる
深層学習を利用したリモートセンシングによる災害時
建物被害把握の研究事例を紹介する。

２．画像に対する深層学習技術
深層学習はディープラーニングとも呼ばれ、機械学

習の技術のひとつに分類される。あらかじめ用意した
教師データに対して、人の神経細胞を模したニューラ
ルネットワークを多層的に与えたモデルで学習するこ
とにより、従来の方法では困難であった複雑な分類問
題を解くことを可能にするものである。現在、画像に
対する深層学習技術としては、畳み込みニューラル
ネットワーク（Convolutional Neural Network: CNN）が広
く利用されている。CNNでは、畳み込み層、活性化層、
プーリング層と呼ばれる3種類の層を多層的に組み合
わせた構造により画像の情報を集約し、教師データに
よる正解値との誤差を最小化するように繰り返し学習
を行う。以下では、まずCNNの一般的な流れについて
述べる。

CNNを構成する層のうち、畳み込み層とは、画像
に対して2次元的なフィルタによる畳み込み計算を行
うもので、画像のぼかしやエッジの強調などの処理に
対応する（図1参照）。フィルタの係数すなわち画像に
対する重みを変化させることにより、分類に必要な情
報を強調させることができる。活性化層とは非線形関
数による処理を行う層であり、分類に不必要な情報
に対する重みを低減させることで、ネットワークを強
化させる働きをもつ。正規化線形関数（Rectified Linear 
Unit：ReLU）と呼ばれる非線形関数が利用されること

が多い（図2参照）。プーリング層とは、画像の情報の
一部を捨て、データサイズを小さくすることで、画像
内の微少な位置の違いに対する頑健性を高める働きを
もつ。あらかじめ与えたウィンドウ内の値の平均値を
与える平均プーリング、最大値を与える最大プーリン
グなどがある（図3参照）。これらの処理により得られ
たデータを全結合層と呼ばれる層で結合し、ひとつの
ノードとして出力する。さらに、誤差逆伝播法により、
畳み込み層などの重みを変化させて、出力される値と
正解値の誤差を最小化するよう繰り返し学習を行うの
が、一般的なCNNの方法である。なお、CNNの歴史
的背景や詳細については、文献2)に記載されているの
で、興味があれば参照されたい。

また、深層学習では、しばしば過学習が問題となる。

リモートセンシングと深層学習による災害時建物被害把握

三浦　弘之
●広島大学 大学院先進理工系科学研究科 准教授

図１　畳み込み処理の例

図２　活性化関数の例（ReLU関数）

図３　最大プーリング処理の例
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過学習とは、過剰適合とも呼ばれ、教師データに対し
ては学習されているが、それ以外の未知のデータに対
しては適合できていない状態を表す。過学習を防ぐ方
法として、Dropout3)とBatch Normalization（BN）4)が使わ
れている。Dropoutは、与えられた学習データを全て
使うのではなく、ある一定の割合（例えば、50%）のデー
タをあえて使用せずに学習させることで、過学習を防
ぐものである。また、BNは利用するデータ群を正規
化して学習させることで、過学習を抑えるとともに、
学習効率を高める働きをもつ。

CNNによる画像解析は、大きく分類と認識（あるい
は検出）に分けられる。分類とは、上述した方法によっ
て、画像に写っている物体が何であるかを、あらかじ
め用意したクラスに従って判別することである。一方
で、認識とは、様々なものが映り込んでいる画像から、
特定のクラスに判別された物体の位置や大きさ、範囲
を特定するものである。前述の全結合層を畳み込み層
に置き換え、逆畳み込み処理を行うことで、物体が画
像上のどこにあるのかを判別することが可能となる。
代表的な画像認識技術として、U-Net5)が挙げられる。

画像のみを用いて分析を行う場合、画像認識により
対象とする物体の位置や範囲を特定できることが理想
的と考えられる。しかし、様々な地物が映り込むリ
モートセンシング画像の場合、対象とする地物（例え
ば、建物）のみを精度良く抽出することは困難な場合
が多い。また、GISデータが整備されつつある現状を
考えると、GISデータも併用して解析することが効率
的と考えられる。このため、以降に示す研究事例では、
GISによる建物データも併用して、リモートセンシン
グ画像から建物範囲を抽出し、CNNによる画像分類
による被害把握を試みている。

３．リモートセンシングによる建物被害把握
本章では著者らによる深層学習を用いたリモートセ

ンシングデータからの災害時の建物被害把握に関する
研究を紹介する。

文献6)では、1995年兵庫県南部地震における西宮市
と2016年熊本地震における益城町での航空写真と建物
被害データを用いて、CNNにより災害後の航空写真
データから建物被害を判別する方法を提案している。
CNNによる建物被害把握で問題となるのが、教師デー
タとなる建物被害データの収集である。それまでの研
究では、あらかじめ航空写真や衛星画像データなどか
ら建物被害レベルを目視で分類し、それを教師データ
として用いたものがほとんどであった。しかし、上空
からの画像では建物側面や内部の被害を判読すること

は困難であり、現地調査による被害判定結果と比較す
ると、特に中程度の被害で誤分類が非常に多いことが
指摘されている7)。一方で、現地調査による詳細なデー
タは数に限りがあり、被災地全域で得られるとは限ら
ない。また、データ間で被害の定義が異なり、同一の
条件で分析することが難しい場合も多い。

このような背景から、本研究では各地震の被害デー
タから倒壊レベルの建物と無被害の建物を抽出し、学
習に利用することとした。また、災害により建物に何
らかの被害が生じると、屋根面にブルーシートがかけ
られることが多い。これは、小～中程度の被害が生じ
た建物の住民が、雨漏りなどの2次災害を防ぐために
使用するものと考えられる。つまり、上空からの画像
で全ての中程度の被害を精度良く判別することは困難
であるが、ブルーシートに覆われた建物は小～中程度
の被害と判別することができる。そこで、倒壊・無被
害の建物だけでなく、ブルーシート建物も抽出し、これ
らを教師データとして学習させることで被害レベルを
3クラスに分類するCNNのモデルを構築した。

建物GISデータを利用し、戸建て住宅を対象として、
建物ポリゴンと航空写真との重ね合わせから各建物の
パッチ画像を作成し、建物被害分類の学習に利用し
た（図4参照）。構築したCNNモデルを図5に示す。本
モデルは、前節で説明したように、畳み込み層、活
性化層、プーリング層、Dropout、BNおよび全結合層

図４　各被害レベルのパッチ画像の例6)

図５　建物被害分類のためのCNNモデル6)
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からなるモデルである。兵庫県南部地震から約4,500

棟、熊本地震から約2,800棟の建物被害データを抽出
し、画像反転や回転などの処理によるデータ拡張を行
うことで、計約15,000の被害画像データを準備して学
習を行った。モデルの構築には、コーディングなしで
モデルを作成できるNeural Network Console8)を用いた。

数100回程度の学習で過学習なく安定した結果と
なったことから、1,000回での学習結果を用いること
とした。学習したモデルにより、学習データとは別に
用意した検証データ約3,600棟の建物の分類を行った
ところ、災害後の画像のみからでも98%の精度で各被
害を正しく分類できることを確認した。従来の画像解
析では、災害前データも用いた上で、75 ～ 80%程度
の分類精度であったことを考慮すると、CNNでは非
常に高い精度で分類できていると言える。

学習したモデルにより益城町周辺や西宮市での建物
被害を推定した結果を図6に示す。対象地域全体でみ

ると、被害を過大評価した建物もみられるが、被害
甚大地域を把握することは可能であり、その周辺にブ
ルーシートの建物が分布する様子も確認できる。精度
向上の余地はあるが、本モデルは簡便に建物被害を把
握する方法としては有効であると考えられる。

４．その他の災害における建物被害把握への適用
本モデルは、地震による被害データを対象として学

習したモデルであるが、その他の災害による建物被害
にも適用することができれば、近年増加している豪雨
災害や台風による被害把握にも汎用的に利用できると
期待される。文献6)では、構築したCNNモデルを台風
による建物被害の把握に適用している。2019年9月の
台風15号で被災した千葉県鋸南町における航空写真に
適用したところ、屋根面に被害を受けたブルーシート
建物を90%以上の精度で分類できることを確認してい
る（図7参照）。

本モデルは、オルソ化（正射投影）された画像であれ
ば、航空写真以外のリモートセンシングデータにも適
用可能である。2020年7月の豪雨災害で被災した熊本
県球磨村周辺では、災害後にパラモーターと呼ばれる
エンジン付きパラグライダーからの観測が実施された。
文献9)では、パラモーターからの空撮データに対して、
オルソ化と深層学習による被害把握を試みている。ド
ローンなどの発達に伴い、空撮データの3次元解析技
術も向上しており、異なる視点から撮影した複数の画
像があれば、汎用ソフトウェア例えば10)を用いることで、
比較的簡便に画像のオルソ化および高さ情報の抽出を
行うことができる。オルソ化した画像に対してCNN

により被害を推定した結果を図8に示す。球磨川沿い
の地域で多くの建物が倒壊に分類されており、甚大な
被害を受けた地域を把握することが可能であることが
確認された。

これらの検討から、構築したCNNモデルは地震に
よる建物被害だけでなく、台風や河川の氾濫によって

図６　CNNで推定された益城町周辺の建物被害（上段）、
西宮市の建物被害（下段）6)

図７　2019年9月台風15号で被災した千葉県鋸南町に
おける建物被害推定結果6)
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被災した建物の被害の把握にも適用可能であることが
わかった。ただし、汎用性の高い推定を行うためには、
より多くの様々な災害による被害データを用いて学習
させることが必要と考える。

５．まとめと今後の課題
本稿では、CNNの概要を述べるとともに、著者らに

よるCNNを用いた災害時の建物被害把握に関する検
討結果を紹介した。兵庫県南部地震や熊本地震による
データから構築したモデルによって、その他の災害に
よる建物被害の把握にも利用できることを示した。リ
モートセンシングと深層学習を利用することで、少な
い労力で短時間に広範囲の被害を迅速に把握できるも
のと期待される。

最後に、筆者がよく質問される項目として、災害発
生から被害把握までにどれくらいの時間がかかるのか、
について述べる。まず、災害後にオルソ化可能な航空
写真が撮影されるまでには、気象条件にもよるが、一
般に1日～ 1週間程度はかかることが多い。人工衛星
による緊急撮影を行ったとしても、やはり数日程度を
要することが多い。特に光学センサ画像では、悪天候
時に画像を取得することはできないという問題もあ
る。現地でドローン撮影等ができれば、より短期間で
空撮データを取得できる可能性がある。また、画像を
取得してからGIS上で利用するためにはオルソ化が必
要である。オルソ化に要する時間は、撮影範囲や解像
度にもよるが、少なくとも半日以上は必要と考えられ

る。オルソ化された画像と建物データが入手できれば、
数時間程度で被害推定結果が得られるものと考えられ
る。特にCNNによる被害の分類は1万棟程度でも1分以
内で判定することができるため、目視判読に比べると
格段に速い。つまり、データ取得までに数日～ 1週間
程度、データ処理・被害推定に1日～数日程度は要する
と考えられる。データ取得までの時間を短縮すること
は容易ではないが、データ処理を自動化するなどの工
夫は今後必要であろう。
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１．はじめに
今回、会誌編集委員会の方から、AI・IoT 技術に関

する研究紹介のご依頼をいただきました。私は地震被
害予測に関する研究を行っています。そのため、被害
あり／なしを分類する問題を扱うことが多く、機械学
習や深層学習が適用しやすいと思われるデータに触
れることが多い環境にありました。また、私が所属す
る学科には情報系の教員も複数在籍しており、ビッグ
データやAI・IoT 技術に関心のある学生が、5年ほど
前から卒論生として私のところにも配属されるように
なってきました。その頃から、学生と一緒に機械学習
や深層学習を勉強するようになりました。

本稿では、私の土砂災害と地震時の道路被害を対象
とした機械学習・深層学習の研究事例を紹介させてい
ただきます。当時の論文を今振り返ってみると、モデ
ルの精度も研究の進め方も何か微妙な気がして、課題
ばかりが目に付きます。本稿は立派な研究成果の紹介
では決してありませんので、迂闊に手を出すとこうい
う落とし穴に嵌まるのだなという視点で読んでいただ
ければと思います。

２．土砂災害に関する著者らの研究事例の紹介
防災 科学技術研究所では、1970年代に撮影された

空中写真の実体視による地形判読を通して、地すべり
変動によって形成された地形的痕跡（地すべり地形）
をマッピングしています1)。著者らの既往研究2)では、
宮城県仙台市の地すべり地形を対象として、標高、傾
斜角、起伏量、微地形等の素因が地すべりの発生確率
に与える影響を評価し、機械学習を用いて地すべり発
生地点を予測しようと試みました。

この研究では、機械学習手法としてサポートベク
ターマシン（SVM）とランダムフォレスト（RF）を用い
ました。このうちSVMは、地すべり発生確率にどの
素因が強く影響しているのか、中身を確認することが
困難なブラックボックス的な手法の一つです。そこで、
機械学習を行う前処理として、小島ら3)を参考に、地
すべり発生確率に与える素因の影響を共分散構造分析
によって定量化することとしました。基本モデルとし
て6つの素因を用意していましたが、そのうちの4つ（標
高、傾斜角、傾斜方向、微地形）の素因だけを考慮す

るモデルの適合度が最も高い結果となりました。
そこで、これらの4つの素因を用いて、地すべり発

生あり／なしを分類するための機械学習を行いまし
た。この研究で用いたデータセットは、地すべり発生
ありとなしの比が1:4と偏りのある不均衡なデータと
なっていました。そのため、このまま機械学習を行う
と、正答率が高くなるように、「地すべりなし」と答
えがちな分類モデルが構築されます。本研究のSVM

では、全体精度は82.3%と高かったですが、地すべり
発生地点のうち20.3%しか的中しない、見逃しの多い
分類モデルとなりました。

このような不均衡データに対応するには、データ数
の偏りを補正するようなサンプリングをする、少数
のクラスの誤分類に重いペナルティを課す（学習時に
クラスの重みを設ける）、という2通りの方法がありま
す。本研究では、オーバーサンプリングの手法である
SMOTE (Synthetic Minority Over-sampling Technique)4) を
適用することとしました。SMOTEでは、まず、少数派
のクラス（この研究の場合は地すべりありデータ）の
ある1つのデータについて、類似度計算により近傍に
あるk個の少数派クラスのデータを選びます。このk個
のデータの中からランダムに一つ選び、二点を結ぶ直
線上に新たな少数派クラスのデータを生成するアルゴ
リズムです。つまり、人工的に少数派クラス風なデー
タを生成することになります。初めはそんなことをし
てもよいのかと驚きましたが、SMOTEは拡張版アル
ゴリズムが100以上も提案されるような、この分野では
超メジャーなオーバーサンプリング方法の一つです。

SMOTEによるオーバーサンプリングを適用した
SVMでは、全体精度は70.2%に低下します。これは、
オーバーサンプリングによってデータの不均衡性が
解消され、「地すべり発生あり」と分類モデルが答え
るようになったためです。そのため、空振り（地すべ
りなしの地点を地すべりありと答えること）が増加し、
全体精度が下がります。一方で、地すべり発生地点の
的中率は70.9%と大幅に改善されました（図1）。

３．地震時の道路被害予測に関する著者らの研究事例
の紹介

前章で紹介した研究事例では、信頼できる研究機関

機械学習・深層学習による
土砂災害予測と地震時の道路被害予測
丸山　喜久
●千葉大学大学院工学研究院 教授
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が公開するデータを正解データとして機械学習を適用
しました。本章で紹介する事例は、機械学習や深層学
習に適用可能な多量のデータを、自分たちで如何に取
得するかというところから検討したものです。

2016年熊本地震は、震源に近い熊本市、西原村、益
城町を中心に甚大な被害をもたらしました。道路網に
も大きな被害が発生し、熊本市と阿蘇地方を結ぶ国道
57号線、国道325号線、県道28号線が通行止めとなり、
迂回を強いられるなど多大な影響がありました。道路
ネットワークは負傷者の搬送、救援物資及び重機の搬
入に非常に重要であるので、発災後できるだけ早く道
路状態を把握する必要があると考えます。そこで、著
者らの既往研究5)では、自動車の正面から撮影した5 m

間隔の連続写真を用いて、深層学習により道路閉塞
（建物の倒壊などによって、道路の一部が障害物で覆
われ、車の通行に影響を与える場合）、道路被害（地
震によるひび割れ、段差など）、無被害の3区分に画像
を判別するモデルを構築することを目標としました
（図2）。

深層学習にあたり、3区分のラベル付きの画像デー
タセットを構築する必要があります。研究当時、深層
学習に必要な画像の枚数をざっと調べてみると、少な
くとも1万枚は用意する必要があるようでした。さら
に、ラベルの質も重要です。道路閉塞、道路被害、無

被害の3区分のラベル付けが正しく行われてないとい
けません。そこで、まず私を含む6人が、31,951枚の画
像を目視で道路閉塞、道路被害、無被害に分類しまし
た。次に6人中5人以上が道路閉塞、道路被害と分類し
た画像を道路閉塞、道路被害としてラベル付けしまし
た。無被害に関しては十分な画像数が得られやすいの

図１　地すべり地形の予測結果2)

図２　熊本地震後の道路画像の取得5)
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で、6人全員が目視で無被害と分類した画像だけを用
いることにしました。この結果、道路閉塞と分類され
た画像は512枚、道路被害は673枚、無被害は14,346枚
となりました。このうち各分類100枚ずつを精度評価
用画像として予め分離し、残りを深層学習に用いまし
た。

この研究では、深層学習のフレームワークとしてCaffe 
(Convolutional architecture for fast feature embedding)6) を
用いました。畳み込みニューラルネットワーク（CNN：
Convolutional Neural Network）の構成は、入力層が1層、
畳み込み層が5層、プーリング層が5層、全結合層が2層、
出力層が1層としました（図3）。

未知の画像である各分類100枚ずつの精度評価用画
像を用いて画像判別モデルの判別精度を算出すると、
無被害、道路閉塞の判別精度はそれぞれ90%、87%と
高い結果となりました。一方、道路被害は66%とやや
低かったですが、誤判別した34枚の画像のうち15枚は
道路閉塞と誤分類されていました。この結果から、路
面のひび割れ等の道路被害の判別は難しいものの、誤
判別のうちの約半数は道路閉塞と分類されるため、道

路被害と道路閉塞をまとめて地震による道路変状とし
てしまえば、良好な予測結果を返すのではないかと期
待しました。

これらの検討結果に基づき、深層学習に用いていな
い1483枚の画像に画像判別モデルを適用し、目視判読
結果と比較しました（図4）。図中では、結果を50mメッ
シュごとに表示しています。このくらいのスケールの
地図であれば、道路変状の発生位置を概ね抽出できる
ので、画像判別モデルの精度向上を図ることによって、
地震後の迅速な道路状況の把握に有用ではないかと考
えております。

一方で、深層学習はブラックボックス的な手法です。
正しく分類されている画像であっても、画像判別モデ
ルが人間が期待する注目領域に着目して分類している
のか、結果として偶然的にたまたま正しく分類された
のか、人間は判断できません。Grad-CAM7)は、画像分
類に寄与する画像中の箇所を可視化する手法の一つで
す。著者らの別の研究8)でも適用しましたが、深層学
習の結果を吟味し、精度向上を図るのに有用な手法の
一つと考えられます。

図４　道路被害に関する目視判読結果と画像判別モデルによる抽出結果の比較5)

図３　道路被害予測のためのCNNの構成5)
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４．おわりに
本稿では、私が携わった2つの研究事例を紹介させ

ていただきました。私の研究成果そのものの評価は別
として、機械学習や深層学習などAI技術の防災への利
用は今後も数多く試みられることと予想され、その効
果も非常に期待できるものと思います。

地震被害を対象とした2クラス分類で考えた場合、
再現率と適合率という2つの精度があります。再現率
は、地震被害を正しく判定できた割合のことです。適
合率は、地震被害と判定したもののうち本当に地震被
害であったものの割合です。基本的には両者はトレー
ドオフで、再現率を高くすると適合率は下がり、適合
率を高くすると再現率は下がります。地震被害という
少数のクラスを抽出しようとする場合、再現率は当然
高いほうが望ましいですが、適合率が下がってしまう
と、多数の無被害のサンプルから多くの誤抽出がなさ
れることとなります。

このような話は、ウィルス検査の陽性／陰性の精度
と同様のことです。再現率（疾患ありの人を正しく陽
性とする割合）を高めると、適合率が下がり偽陽性（疾
患なしの人が誤って陽性と判断されるケース）が増加
します。高い再現率のウィルス検査であっても、無症
状の人を片っ端から検査すると、偽陽性者が多数生じ
てしまいます。つまり、ウィルス検査では事前のスク
リーニングは重要なことです。

本稿で紹介した私の2つの研究事例は、得られた
データを片っ端から判別器にかけ、多数のサンプルか
ら少数の被害を抽出しようとしたようなもので、自分
で改めて見ても無理があるように感じられます。ウィ
ルス検査の事例を鑑みると、無被害事例と比べて被害
事例が少ない地震工学分野では、事前のスクリーニン
グを充分に行うことによって、機械学習や深層学習の
適切な利用へと繋がるのではないかと考えております。
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１．はじめに
巨大地震発生後、被災地を訪れた方、被害調査をさ

れた方は、たくさんいらっしゃることと思います。被
災地まで・被災地での移動手段、被災地での生活（活
動拠点、宿泊、食事、など）、膨大な調査対象建物数、
持ち運びできる計測機器類での計測・調査・診断、など、
様々な制約と困難があります。また、調査活動中の調
査員の心身の負担は、決して軽いものではありません。
被災者の不安や、不便な生活を思うと、いち早く安心
な生活を取り戻せるよう、復旧・復興に向けた第1歩
としての被害調査・診断は、信頼性を保証したうえで、
迅速性・確実性が求められます。

私たち注釈が研究・開発しているのは、このような被
災地の状況の中（インフラ・交通・通信などの寸断）で、
構造物の状態を検知し、被災度判定が可能なモニタ
リング・システムです。つまり、膨大な数の調査対象
建物（量）、多様な崩壊様態（質）、ライフラインの寸断
（力）の条件に対し、迅速・無人・高精度な診断を実
現するモニタリング・システムです。

そこで、IoT（Internet of Things）に注目し、システム
を確立し、製品化を目指しています。私たちが考える
IoTは、環境発電、計測法、AI解析、省電力無線通信、
データセキュリティーを基幹としています1)。

IoTによるモノやサービスが、私たちの身の回りに
あふれかえり、もはや当たり前の存在になっています。
IoTは、インターネット時代、ユビキタス時代を経て、
2000年ころにIoTの概念が確立し、急速に普及しはじ
めました。当初は、トリリオンセンサーとビッグデー
タに対し、電気の確保＝環境発電、ビッグデータ＝AI

解析、大容量通信＝省電力無線通信、により、モノと人
がつなげる社会の実現がコンセプトでした。

このIoTコンセプトに対し、できる限り、この範囲で、
震災建物のモニタリング・システムの実現を目指して
います。これらの要素技術を結集することは、すなわ
ち、各分野の最先端の技術のいいところを、ちょっと
ずつでも取り入れることで、これまでにはない機能を
持ったシステムと製品の実現を目指します。

２．IoTによるモニタリング・システムの概要
被災地の状況、すなわち、交通・インフラとライフ

ライン（電気・水道・ガス）の寸断、膨大で多様な調査
対象（崩壊状況、損傷度、など）、通信障害の環境下で
も作動するシステムの実用化を目指しています。

環境発電、柔軟な計測法、AI解析、省電力無線通信
を本IoTシステムの基幹とし、各要素技術の開発とシ
ステム統合化を進めています2)。（表1, 図1）

３．基礎研究～実用化研究～実地研究～製品化
震災建物の建築構造物をプラットフォームとし、

IoTの各要素技術の基礎研究から、機器の開発、さらに
統合化してシステムを構築し、具体的な製品化まで、
幅広い研究フェーズで取り組んでいます。特に、物理、
化学、電気、回路、通信、解析、など、各専門分野の
研究者との学際研究を進めています2)。（表2, 図2）

実験室での基礎研究・研究室での機器開発を行い、
建物へ実装することで、実建物の環境下でのデータ
取得の有効性と評価法の検討が可能です。さらに、ス
ペース利用や装着性・着脱性、耐久性、各種振動のノ
イズなど、実証的な検討が可能です。また、具体的に
製品を試作することで、各要素技術の機器の連携や、
建物実装時の課題を抽出することができます。

IoT技術による建物の地震被害検知

伊藤　拓海
●東京理科大学工学部建築学科 教授

表１　震災建物の診断の課題とIoTシステムの関係

課題 方法 専門
電気 環境発電 物理、化学、電気
計測 小型化、高感度 計測、電気回路
解析 AI、機械学習 データサイエンス
通信 省電力、最適化 通信ネットワーク
製品 回路機器の試作 横断

図１　IoTによるモニタリング・システムの概要図
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４．環境発電と計測法
本研究開発では、震災建物の損傷に関し、3つの状

態を対象として、環境発電と計測法を検討しています。
すなわち、環境発電の材料を利用し、起電と測定を兼
ねた方法を検討しています。（表3, 図3）
1) 構造部材の塑性化や座屈による圧電（起電）と塑性

ひずみ測定（計測）3)

2) 骨組の常時微動による圧電（起電）と高感度ひずみ
測定（計測）4)

3) 鉄骨部材の損傷過程における発熱による熱電変換
（起電）と温度測定（計測）5)

以上の3つの方法に対し、実験室での基礎研究、実
建物での実地研究より、以下が明らかとなりました。

1) に関して、圧電材料（PVDF）による起電は極めて
微量（塑性率2 ～ 3に対し、数μC程度）で、システム全
体の電気を賄うことは困難です。圧電材料は感度が高
く、鉄骨部材の座屈による大変形領域まで追従できま
す。得られた時刻歴応答データは、ひずみゲージの結
果を追従できますが、最大で約2 ～ 30%の誤差があり
ます。以上、補助電源として利用し、高感度・大変形
対応のセンサー利用が有力と考えています。

2) に関して、常時微動測定・評価の実地研究結果よ
り、1) と同様、高感度のセンサーとしての有効性が
確認できました。しかし、起電量はごくわずかなため
（数μV程度）、常時微動に関しては、補助電源として
の利用は困難と考えられます。

3) に関して、鉄骨部材の塑性化による発熱温度は、
塑性吸収エネルギーに比例し、数十～数百℃の発熱が
期待されます。熱電材料の熱起電力の理論値から、数
Vの起電が期待されます。鋼製ダンパーの動的実験よ
り、100℃（最大で300℃以上）を超える発熱が確認さ
れました。しかし、熱電材料の変形追従性や熱損失な
どのため、数m ～数十mVの起電にとどまっています。
このことから、熱損失を減らすための設置方法が重要
となります。300℃超を記録した実験では、熱電材料
が溶解したことから、鋼材の発熱温度の制御や、熱電
材料の設置箇所を最適化する必要があると考えられま
す。

以上より、IoTモニタリング手法における環境発電
と測定法として、3)の方法が有力と考えています。こ
れは、振動に起因する骨組の応答ひずみに対し、1), 2)

の圧電材料による起電は、応答が小さく、速度依存も
あることや、対象部位が広範に分散され、起電量がご
くわずかになるためと考えられます。これに対し、犠
牲部材としての鋼製ダンパーなどは、骨組に集中的に
配置され、地震入力エネルギーを効率的に集約できる
ため、熱エネルギーにより鋼材が高温となり、熱電材
料によって電気を得ることができると考えられます。
また、熱電材料には、温度測定器として利用されてい
るものもあり、高い精度と信頼性があります。

５．損傷評価法と機械学習
環境発電による測定データ（4章）に対し、a)弾塑性

力学や熱力学に基づく損傷評価法3, 4)、b)振動論による
振動特性やスペクトル解析に基づく評価法3)、c)機械
学習による評価法6, 7)が考えられます。（表4、図4）

a) に関して、1)の圧電による環境発電・測定のデー

表２　研究フェーズと場所・目的

表３　損傷過程における環境発電と損傷計測・評価法

フェーズ 場所 目的

基礎研究 実験室、研究室 理論・評価法、要素技術、
機器開発、他

実用化 現場、実建物 計測、装着性、耐久性、
通信環境、他

製品化 研究室、実建物 製品設計・建物実装、装
着性、有効性

事象 環境発電 計測 評価
1) 塑性化 圧電 塑性ひずみ 損傷度

2) 常時微動 圧電 動的応答 振動特性
3) 塑性発熱 熱電 温度 塑性率

図２　研究フィールドの関係

図３　環境発電と計測法
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タに対し、起電量をひずみに換算し、振幅に対して塑
性ひずみなどと比較することで、損傷度評価が可能で
す。また、時刻歴データより累積塑性変形倍率やサイ
クル数が得られれば、累積損傷則による評価が可能で
す。いずれも、建築構造分野の評価法を利用できます。

また、3)の熱電による環境発電・測定による温度に
対し、熱エネルギーと塑性吸収エネルギーの関係から、
振幅や累積値に基づき損傷度を評価できます。個体材
料の熱現象より、サイクル数を得ることができるため、
累積損傷則による評価が可能です。高速動的実験結果
に対し、塑性振幅とサイクル数を求め、線形累積損傷
則により約85%の評価精度を実証しています。

b) に関して、2)の圧電による環境発電・測定の常時
微動の時刻歴データから、振動特性やスペクトルが得
られれば、設計値との比較や、経年データの変動より、
構造物の変化をとらえることができます。

c) に関して、b)の振動特性やスペクトルに対して機
械学習を適用し、構造体や骨組の状態の変化を捉えま
す。実地盤上に建設した試験建屋の振動実験データに
対し、決定木、サポートベクトルマシン、ロジスティッ
ク回帰の機械学習により、それぞれ70 ～ 90%程度の精
度で、建物の状態を識別できました。なお、機械学習
は、教師データが必要となりますが、教師データなし
での損傷評価法も提案され、実験データや実建物での
振動データに対し、予測法の検討を進めています。

以上より、環境発電材料による測定データに対し、
・構造力学や弾塑性力学に基づく評価法、
・振動論に基づく評価法、
・弾塑性力学と熱力学・伝熱学に基づく評価法、
を提案し、いずれも有効な評価法と考えられます。

６．測定データと損傷評価に関する通信ネットワーク
環境発電材料による測定データ（4章）に対し、各種

の損傷評価（3章）を、いつ、どこでやるのか。8)

すなわち、トリリオンセンサーの時刻歴データに基
づくビッグデータを評価対象とする場合、1) 遠隔地の
サーバー等へデータを送信して解析する、2) 建物・地
域内のサーバーにデータを送信して解析する、3) 解
析用回路をIoTセンサーに内蔵し、その場で解析して結
果のみ送信する、などの方法が考えられます。（図5）

例えば、機械学習は、小型集積回路LSIや拡張性・
保守性に優れたプログラミング言語を利用することで、
回路に組み込むことは不可能ではありません9)。

震災時、安否確認や救助要請など、通信量が増大
し、通信渋滞が発生します。また、通信基地局が被災
することも想定され、平常時の通信ネットワークが利
用できないことが考えられます。そこで、長距離通信
やデータ中継、被災地域内の通信ネットワークの最適
化や、被災地周辺の無被害地域を巻き込んだ広域通信
ネットワークを検討する必要があります。

以上より、被災地域の通信ネットワークの強靭化だ
けでなく、IoTセンサーに測定データの保存・解析・評
価の機能を組み込み、その場で損傷度評価まで完結さ
せるシステムが望ましいと考えています。

７．実用化・製品化と課題
4章の1 ～ 3)のモニタリングに対し、環境発電とデー

タ収録・通信などを組み込んだセンサーを試作し、実
建物に実装してモニタリングを進めています。（図6）

熱電変換を利用したIoTモニタリング（熱電モニタリ
ング）に関わる基礎理論、システム構成と製品化、実
建物への実装について示します。（図4）

鉄骨構造の損傷過程の塑性吸収エネルギー（弾塑性

表４　環境発電・計測法と評価法の関係

発電・測定 評価法 理論・解析法

1) 圧電・塑性ひずみ 塑性率、累積損傷
則、他

塑性力学、破壊力
学、他

2) 圧電・常時微動 振動特性、スペク
トル、他

振動論、スペクト
ル解析、他

3) 熱電・温度 塑性発熱、熱エネ
ルギー、他

塑性力学、熱力学、
伝熱学、他

図４　 IoTモニタリング・システムと
発電・計測・損傷評価法の概要（熱電の場合） 図５　測定データの通信と解析・評価の場所



20 Bulletin of JAEE No.42 February 2021

力学）は、熱エネルギーに変換され（熱力学）、損傷部
位の温度が上昇し、部材内を熱が移動します（伝熱工
学）。熱電材料で熱を収集し、電気を作ります（環境
発電）。温度を測定し、発電量と温度の関係から、損
傷部位を特定し、損傷度を算出します。

以上より、熱電材料で温度を測定し、環境発電で電
気をつくり、センサー・回路を動かします。電気が不
足する場合、平常時の環境発電に対する蓄電と、乾電
池による補助電源を備えておきます。

鉄骨部材の塑性化部位や温度分布に基づき、熱電材
料の耐熱性や耐久性、装着性と着脱性を勘案し、セン
サーの設置箇所を決定します。また、熱電材料と鉄骨
部材の熱移動・熱損失を考慮し、装着方法を検討する
必要があります。実験室での動的実験と、実地盤上の
建屋の動的実験より、接着力の強いテープと、ばね式
のアタッチメントの併用が望ましいと考えています。

８．結び
本研究開発は、IoTの基本コンセプト、すなわち、損

傷現象に対する環境発電、柔軟性のある測定法、ビッ
グデータに対する機械学習、省電力無線通信に基づく
IoTモニタリング手法を検討しています。

モニタリング・システムを設計し、センサーを試作
し、実建物へ実装して動的振動実験やモニタリングを
進め、有効性と成立性を実証しています。

さらに、官学連携活動で、都市レベルでIoTセンサー
をばらまき、データ測定・解析を進めています。都市・
建物の防災力強化やハザードマップの作成、非常時の
迅速で正確な財政支援・補助金支出・保険料計算など
への適用の可能性を検討しています。
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１．はじめに
災害に強い地域づくりを進めるためには、気象状態

や被災状況に関する情報の収集・伝達・分析が不可欠
であり、国や地方公共団体は、防災情報システムや各
種センサー設備、防災行政無線の整備・運用を行って
きた。また、近年では、ICT（情報通信技術）やAI（人
工知能）を用いた災害対策が注目され、SaaS（Software 
as a Service）型の情報提供サービスやAIによる河川水
位予測といった新ビジネスが本格化している。

今後、被災現場での活躍が期待されるのは、「セン
サー」としての被災者自身である。災害時にSNS（ソー
シャルネットワーキングサービス）を通じて個人から
発信される情報は、災害現場の状況そのものであり、
被災者の視点での被害状況をつぶさに知ることができ
る貴重な情報源といえる。また、多くの住民が閲覧
するSNSを行政の情報発信手段として活用することは、
緊急時に情報を効率的に伝達する上で有効といえる。

このように、地震発生時にSNSを有効活用すること
ができれば、被害状況把握や被災者支援を効果的に行
える可能性があるとの認識が近年広まりつつある。

２．1000億円市場に発展する防災情報関連市場
調査コンサルティング企業のシード・プランニング

社の最新の市場調査レポートによると、国内の防災情
報システム・サービス市場は2025年度には約1,162億円
の市場に発展すると予測されている１）。

防災情報システム・サービスの市場セグメントの中
でも、情報システムやSaaS型・AI活用型の情報分析
サービスを含めた情報サービスに関する市場規模は増
加傾向にあり、中長期的な市場発展が期待されている。
同レポートによると、防災分野の情報システムの市場
規模は、2019年度の約208億円から2025年度には約455

億円と2倍以上に成長すると予測されている。
SaaS型・AI活用型の情報分析サービスとしては、自

然言語処理技術を活用して事故や自然災害に関す
るTwitter投稿を分析して提供する企業が出現してい
る。(株)Specteeは、SNSリアルタイム速報サービス
「Spectee（スペクティ）」をクラウドサービスとして提
供している。同社は、複数のSNS（Twitter、Facebook、
Instagram、YouTube）に対応し、SNS情報に基づいて各

地の事故・事件・火事・気象・災害などの情報を配信す
るSNSリアルタイム速報サービスを国内の報道機関等
に提供している。また、(株)JX通信社では、SNSを中
心に災害、事故、事件等の情報をAIで検知して配信す
るサービス（緊急情報サービス　FASTALERT）を提供
している。

３．AI活用を促す防災基本計画の改定
我が国がAIを活用したSNS情報分析による災害対策

を真剣に考え始めることとなったきっかけのひとつは、
2016年の「平成28年熊本地震」といえる。

熊本地震は855か所に開設された避難所への避難者
の数が最大18万人に及んだほか、九州新幹線の運休や
九州自動車道の通行止めに加え、東西の幹線道路や鉄
道が分断された状態が発生し、九州全域の地域経済に
大きな影響を及ぼした。

熊本県での死者は約270人に達したが、このうち避難
生活に起因する疾病により死亡する、いわゆる災害関
連死は200名以上に達している２）。つまり、災害によ
る「直接死」よりも、その後の災害による負傷の悪化ま
たは避難生活における身体的負担による疾病により死
亡する「災害関連死」の方が多数を占めており、文明
社会として危機感を持って解決すべき問題が顕在化し
た大規模災害だったといえる。

そのような災害関連死を発生させてしまった反省を

AIによるSNS情報分析を用いた地震被害状況把握

山口　真吾
●国立研究開発法人情報通信研究機構イノベーション推進部門連携研究推進室 室長

表１　防災情報システム・サービス市場の将来予測

市場セグメント
2025 年度の

市場規模（億円）
情報システム 455

通信回線 249

防災無線 48

消防指令システム・消防無線 121

センサー設備 217

気象情報 18

インターネットサービス 23

ウェブサイト設計・開発 6

端末 17

電源設備等 8

合　計 1,162

（出典）シード・プランニング社の調査レポート
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踏まえ、2017年4月に国の防災基本計画が修正されて
いる。

○2017年に防災基本計画に追加された項目

わずか数行の国及び地方公共団体の新たな努力義務
規定ではあるが、ビッグデータ時代にAIやSNSを活用
した災害対策を取り入れるための重要な根拠となるも
のであり注目される。規定に書かれた国や地方公共団
体が導入すべき「最新の情報通信技術」としては、各
種の情報システム、ソフトウェアやアプリケーション、
コンピュータ・情報処理関連技術、AI関連技術、SNS、
通信技術(5G、B5G)、IoT関連技術、宇宙関連技術等
が想定される。しかし、技術革新とともに情報通信技
術は日々進化するため、防災基本計画では具体的な
技術は意図的に特定していない。都道府県や市町村は、
この防災基本計画に従って地域防災計画を改定し、AI

を含めた最新技術を自らの業務に導入することが求め
られている。

４．国における災害時のSNS利用推進政策
国としても、災害時のSNS利用を推進している。高

度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部の「防災・
減災におけるSNS等の民間情報の活用等に関する検討
会」では、災害時の被害情報や被災者の要望などを収
集するに際し、SNS活用の有効性を踏まえ、「防災・減
災におけるSNS等の民間情報等の活用等に関する報告
書」を2014年9月に公表している。

本報告書では、人によって感知（見た、聞いた、感
じた）された防災関連情報について、「人」の感知機能
を「センサー」の一種と見なして、「ソーシャル・セン
サー」と呼び、そこから得られる情報を「ソーシャル・
センサー感知情報」という用語を用いて分類できると
説明している３）。

この報告書を受け、2017年3月、内閣官房情報通信
技術（IT）総合戦略室は、災害対応においてSNSを活
用することの有効性を踏まえた、「災害対応における
SNS活用ガイドブック」を公表している。

また、国土交通省では、2018年10月より「住民自ら
の行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情
報共有プロジェクト」を進めており、洪水被害や土砂
災害に対して的確な避難行動をとれるようにするため、

住民一人ひとりに情報が伝わることを目指している。
同年の「平成30年7月豪雨」では、西日本を中心とした
広域かつ長時間にわたる記録的な大雨となり、各地で
甚大な洪水被害や土砂災害が発生したが、浸水想定区
域内や土砂災害危険箇所など事前に危険情報が与えら
れた地域で多くの被災者を生むこととなったため、関
係機関が連携して、より良い災害情報の内容や発信の
仕方、伝達の手段等を検討する必要があるとの問題意
識に基づき開始されたプロジェクトである。

本プロジェクトでは、情報を発信する行政と情報を
伝える機能を有するSNSを含めたメディア関係者など
が連携し、広範性、即時性、双方向性、高参照性など
それぞれの情報伝達手段が有する特性を活かした対
応策を検討し、住民避難行動に結びつく災害情報の提
供・共有方法を充実し、速やかにその実施を図ること
を目的としている。

５．情報通信研究機構でのSNS情報分析技術の開発
国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）では自

然言語処理技術を活用した災害時のSNS情報分析の
技術開発を進めている。これまでに、対災害SNS情
報分析システム（DISAANA）と災害状況要約システム

○　国及び地方公共団体等は、被害情報及び関係機関
が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確
に分析・整理・要約・検索するため、最新の情報通
信関連技術の導入に努めるものとする。

＜マスメディア＞
日本放送協会（NHK）、一般社団法人日本民間放送
連盟、一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟
NPO法人気象キャスターネットワーク、エフエム東
京、全国地方新聞社連合会

＜ネットメディア＞
LINE株式会社、Twitter Japan株式会社、グーグル
合同会社、ヤフー株式会社、NTTドコモ株式会社、
KDDI株式会社、ソフトバンク株式会社

＜行政関連団体＞
一般財団法人マルチメディア振興センター（Lア
ラート）

＜行政＞
国土交通省水管理・国土保全局、道路局、気象庁

＜オブザーバー＞
内閣府（防災担当）
総務省 情報流通行政局 地域通信振興課
総務省 消防庁 防災課
総務省 消防庁 防災課 防災情報室
国土交通省 大臣官房 広報課
国土交通省 大臣官房 技術調査課 電気通信室
国土地理院 応用地理部

　国土技術政策総合研究所

表２　国交省プロジェクトの参加団体（抜粋）
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（D-SUMM）が開発され、試験的に一般公開されてい
る。

DISAANAは、Twitterへの災害に関する投稿をリア
ルタイムに分析し、「大雨が降っているのはどこ？」
といった質問を行うと、投稿内容から情報を抽出でき
るサービスである。2015年4月から試験公開されてお
り、DISAANAを使用することで、災害に関するSNS

情報を容易に検索できるようになる。
一方、D-SUMMは、指定されたエリア及び時間の条

件のもと、Twitter投稿から自動的に災害関連情報を抽
出し、自動的に要約を作成する。2016年10月から試験
公開されている４）。都道府県単位または市区町村単位
でエリア指定すると、指定エリア内の被災状況が情報
分類され、被災状況が一目でわかるようになる仕組み
である。

このD-SUMMは、2018年6月18日大阪府北部の地震
の発生時もリアルタイムで稼働し、分析結果を広く提
供した。災害が発生した6月18日午前7時58分のわずか
1分後には、数十件の関連するTwitter投稿を分析して、
要約情報を出力できている（D-SUMMは日本語ツイー
トの10%ランダムサンプルを対象としている）。SNS

への投稿が行われれば数秒以内に情報処理は完了する
ため、誰でも短時間で被災状況を把握することができ
る。この数十件の書き込みの中には停電発生に関する
投稿も含まれており、地震発生の数分後には地域での
停電発生がネット上で把握できていたことになる。

こうしたDISAANA及びD-SUMMの技術を活用して、
NECはTwitter上の災害に関する膨大な情報をリアルタ
イムで解析・可視化するソリューション「高度自然言語
処理プラットフォーム」の商用サービスの販売を2020

年7月から開始している。NICTからNECへのビジネス
ライセンスの供与等による技術移転の成果である５）。

６．電脳防災コンソーシアムの政策提言
災害時のAIを用いたSNS情報分析を推進するため、

慶應義塾大学環境情報学部（筆者の当時の研究室）、
国立研究開発法人情報通信研究機構（データ駆動知
能システム研究センター）、国立研究開発法人防災科
学技術研究所（総合防災情報センター）、ヤフー (株)及
びLINE(株)は2017年10月、身近なインターネット・メ
ディア・AIを積極的に活用する防災・減災をめざして、
「電脳防災コンソーシアム」を共同で設置した。

本コンソーシアムは数回の会合を経て、被災者・避
難所の支援につなげるための災害情報に関する課題整
理を行い、2018年4月に「インターネット・メディア・
AIを活用して被災者に寄り添う防災・減災を実現する
55の政策提言　～電脳AIが内閣総理大臣の情報参謀
に任用される時代をめざして～」と題する政策提言を
公表した。

本政策提言では、「防災・減災の第一の目標は、人
の命を救うことだ。となれば、被災者の誰もが使い
慣れていて、親しみのある「ことば」（つぶやき、会
話、文字）を使って被災者の状況を把握できるように
すべきだ。被災者の「ことば」は重要な災害情報であり、
国・地方公共団体は、被災者達の「ことば」をAIで分析
させることによって、被害状況や被災者の困窮状況を
全容把握すべきだ」と提言し、AI・SNSを用いた被害
状況把握の必要性をアピールした６）。

電脳防災コンソーシアムの政策提言等を受け、2019

年6月18日、LINE、ウェザーニューズ、損害保険ジャ
パン日本興亜、東京海上ホールディングス、ヤフー、
ワークスモバイルジャパンによって「AI防災協議会」
が設立されている。本協議会は、産官学が一丸となっ
てAI・SNSをはじめとする先端技術・ITインフラを活
用することによって、災害に対するレジリエンスを向
上させ、防災・減災にかかる課題解決を目指すことを
目的としている。

７．おわりに
今後の防災情報分野における技術革新のキーワード

としては、スマートフォンやSNS、IoT、AI、ビッグデー
タ、チャットボットが挙げられる。また、将来の官公
庁・地方公共団体が用いる防災情報システムの発展形
態としては、まずオンプレミス型からクラウドサービ
ス（SaaS型）への移行が本格化するであろう。さらに、
新設されるデジタル庁が主導する行政システム全体の
一体化・共通化の流れの中で、災害対応機能が行政シ
ステムの一部として統合されていくシナリオが考えら
れる。

図１　AIによるSNS情報分析のイメージ
（出典：電脳防災コンソーシアムの政策提言より）
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しかし、行政組織においては、先進的な新規システ
ムを導入する際の「壁」となる前例主義や横並び意識
が引き続き強く存在している。特に、災害対策は失敗
が許されないことから、効率は悪くとも旧来から使わ
れてきたシステムが災害対応現場で重視される傾向が
あり、電話・FAX・ホワイトボードといったレガシー
システムが未だに当たり前のように用いられている。

また、SNS投稿分析で常に課題となるのは、誤情報
やデマである。AIによってある程度の情報のふるい
分けは可能になるだろうが、現場で実際に起きている
ことに関してAIが完全に真偽判定することは不可能
である。また、人間が用いる微妙な言語表現をAIが
完璧に読み解くことは、現状の技術レベルでは困難で
ある。例えば、災害時の「毛布を持っていませんか？」
という問いかけは「（不足している）毛布をもらえませ
んか？」の意味に使われるが、AIは毛布の所持を単純
に相手に尋ねる質問と理解する。こうしたAIの限界
から、SNS情報分析サービスを提供する企業では、情
報分析スペシャリストによる24時間対応のファクト
チェック体制を整備している。

さらに、AIが高度化しても、それを取り扱う行政職
員の人材問題が横たわっている。災害時には情報洪水
に職員が晒されることになるが、AIによってもたら
される膨大な情報によって事態を悪化させるおそれが
ある。また、職員の一部には、救援を求める情報を受
け取ってしまった場合には対応責任が生じることから、
「受け取る情報をこれ以上増やしたくない」との本音
も一部で存在している。

よって、AIを含めた最新技術を災害対策に活かすた
めには、利用者が抱える本質的・組織的な課題に十分
に配慮する必要がある。防災分野の技術革新に向け
た挑戦を躊躇させることのないよう、利用者の負担軽
減のためのオートメーション化や判断支援の実用化と
いった開発が強く求められる。
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1. はじめに
プレートの沈み込み帯などの地震多発地域に住んで

深刻な地震災害に度々見舞われる人々にとって、地震
予知の実用化は悲願であり、その達成に向けて多くの
研究がなされてきた1)。日本でも濃尾地震（1891年）を
経験して地震予知の検討が始まり、関東大震災（1923

年）の発生を受けて東京大学地震研究所が設立された。
1965年には地震予知計画が始まった。

世界を見まわすと、ダイラタンシーモデルの提案や
海城地震（1975年、中国）の予知の成功で、1970年代
には地震予知の実用化は目前であるとみられた2)。し
かし、予知研究が目指す前兆現象の確実な把握は期待
したほど成果があがらなかった。20世紀末に米国パー
クフィールドで実施された地震予知の実験が失敗に終
わると、地震予知に対する悲観的な見方が急速に広が
り、地震の発生は確率的にしか評価できないとする見
解が定着してきた。日本でも阪神・淡路大震災（1995

年）を契機に地震の発生確率が算出されるようになっ
た。

その一方で、21世紀に入って人工知能（AI）に新展
開がもたらされると、その技術を地震予知に活用しよ
うとする動きが出現した。IBMやNASAもそれに向け
た計画を発表したが、今のところ際立った成果は得ら
れていないようである。しかし、関連する研究は地道
に進められており、本稿ではまずそれについて概観す
る（第2章）。さらに著者が現在進めている研究を紹介
する（第3章）。

2. 地震予知とAI技術
2.1 AIと学習

AIが様々な分野に活用されるにつれて、それについ
て人々がいだく描像も多様になってきた。ここではAI

は「学習する計算システム」であると理解する3)。人間
が成長する過程で知識や経験を積んで能力を高めるよ
うに、外から与えられる題材を学習して機能を高める
システムがAIだという理解である。AIにとっては、シ
ステムがどう構成されるかとならんで、何をどう学習
するかが重要なのである。

AIの学習には「教師あり学習」と「教師なし学習」が
ある。教師あり学習は、問題と正解の組を多数与えて、

正解にできるだけ近い解答を出すシステムを構築する。
教師なし学習は、入力データの集団に分類などの操作
を加えて集団の性質を究明する。第2章で以下に紹介
する2つの研究事例はともに教師あり学習であり、第3

章で扱うのは教師なし学習である。
2.2 翌月の最大地震の予測

まず、その月までの情報を用いて翌月に発生する最
大地震を予測するPanakkatらによるシステムを紹介す
る4)。予測に用いる入力データは直近の大地震からの
経過時間、その間の平均マグニチュード、マグニチュー
ドと頻度の関係式（グーテンベルグ・リヒター則2））の
係数の係数（b値）、その地域に特徴的な地震の発生間
隔など8つである。AIシステムはニューラルネット
ワークで、3層の標準型、再起型、出力前の最終段に
ガウス関数で正規化する型の3種類を試みる。

開発されたシステムは南カリフォルニアとサンフラ
ンシスコ湾地域に発生した過去の地震に適用され、地
震のリストを用いて入力データと出力データのセッ
トが各月ごとにつくられた。学習には1950 ～ 1990年
のデータが使われ、システムの性能は1991 ～ 2005年の
データを用いてテストされた。

テストの結果によると、再起型ニューラルネット
ワークが最も好成績を上げ、大きな地震の発生した月
の多くで最大マグニチュードを0.5以内の精度で予測
できた。ただし、予測した大きな地震が実際には起こ
らなかった月や、逆に大きな地震が起きたのに予測で
きなかった月もあった。
2.3 摩擦すべりの発生時刻の予測

もうひとつの事例は岩石の摩擦実験のデータをAI技
術で解析するRouet-Leducらによる研究である5)。摩擦
実験とは、実験室で2つの岩石片を接触させ、接触面
にせん断応力を加えてすべらせる実験である。自然界
の地震は同じ断層で繰り返し発生する。摩擦実験でも
接触面が固着とすべりを繰り返す現象（スティックス
リップ）があり、それが断層での応力の蓄積と地震に
よる応力の解放に類似な物理現象であるとみなすので
ある。

岩石の内部では摩擦面が固着しているときも多数の
微小破壊が起きており、そのときに発生する音波（AE）
は岩石に張り付けた振動子で計測できる。この音波の

地震予知へのAI技術の活用

井田　喜明
●東京大学名誉教授、アドバンスソフト株式会社 研究顧問
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記録をAIで解析する。そのために時間を細かく分割
して各区間で振幅の平均、分散、高次のモーメントな
ど100種類の統計量を計算し、それを入力データとする。
出力は摩擦面の次のすべりまでの時間で、それを実験
で得られる実際の時間と対比する。

音波のデータはランダムフォレスト法で解析された。
この方法は、入力データと正しい出力値の組みから多
数の組み合わせをランダムに選び出し、学習によって
末端の枝に出力値をおく決定木をつくる。組み合わせ
を変えて森になるような多数の決定木をつくり、それ
らの予測結果を総合して最適な予測値を得る。

図1は学習に使わなかったデータを用いて予測能力
をテストした結果である。AIが音波の計測データから
予測する次のすべりまでの時間（太線）は、実際にす
べりが発生した時間（細線）とよく一致する。岩石内
の微小破壊は摩擦面のすべりの発生を事前に知ってい
るようである。自然界でも大きな地震の発生が小さな
地震の解析によって予測できるのだろうか。

3. 大きな地震の発生を小さな地震で予測
3.1 目的と解析方法

自然界では大小様々な地震が起こり、マグニチュー
ドが1小さくなると、発生数がほぼ10倍にふえる。地
震災害の原因は通常マグニチュードが5以上の地震な
ので、このような大きな地震の予測が地震予知の目的
である。前節では大きな地震の予測に小さな地震が役
立つと示唆された。それを検証する意図で著者が現在
進めている研究を紹介する。

研究には教師なし学習の手法のひとつである自己組
織化写像（self-organizing map、SOM）を用いる。SOM

は入力データの集団を低次元の空間に投影して、入力
データ同士の関係や集団の性質を見易くする技術であ
る6)。性質の似た入力データが近くにくるように投影

して、分類などに役立てるのである。投影される空間
には解析結果を図示するのに便利な2次元空間（平面）
が好まれ、この解析でも投影先に平面を用いる。
3.2 解析するデータ

東北地方と関東地方で発生した過去の地震数の時空
間分布を別々に解析する。2地域を図2のように分割し
て、それぞれの区画で発生したマグニチュード1以上の
地震の数を3 ヶ月毎（正確には0.25年毎）に数える。各
期間には空間の区画の数だけ地震数が計測されるが、
それをSOMの入力データとする。入力データは解析
する期間の数だけ得られ、各々が東北地域では30成分、
関東地域では12成分をもつベクトル（入力ベクトル）
になるわけである。

入力データの作成には、Hi-netの観測網7) で決めら
れた震源リストの内で、観測網がほぼ固まった2003年
以降のデータを用いた。入力ベクトルとして東北地方
では2018年までの62個、関東地方では2019年までの66

個をつくり、時間順に0 ～ 61、0 ～ 65までの番号をつ
けた。

入力データは主に小さな地震の時空間分布を表すが、
大きな地震の発生と関係づけて、入力ベクトルにラベ
ルをつける。ラベルは大きな地震が起きた期間の入力
ベクトルにE、その1つ前の期間にB、2つ前の期間にb、
1つ後の期間にaとつける。それ以外の入力ベクトルは
ラベルをoとする。

どのラベルをつけるかは大きな地震の定義による。
大きな地震を判別する下限のマグニチュードは、すべ
てのラベルができるだけ均等に分布するように決め、
東北地域ではマグニチュードが6.8以上、関東地域で
は5.8以上を大きな地震とみなした。

入力データの一部を東北地域からとって図3に示
す。この例は、番号が6番（2004年夏）から11番（2005

年冬）まで、時期が連続する6つの入力ベクトルを集

図１　摩擦実験の音波の解析で予測された次のすべりが起
こるまでの時間（太線）と実測（細線）5)

図２　地震数の空間分布を計測するために、東北地域(a)と
関東地域(b)を分割する区画
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める。空間の区画には、その期間にそこで起きた地震
数に応じて濃淡をつける。9番の期間に大きな地震（マ
グニチュード7.4、2005年8月16日発生、震源は+で示
した区画）が起きており、この入力ベクトルにはEのラ
ベルがつけてある。また、前後の入力ベクトルにはB、

b、aのラベルがつけてある。

3.3 解析方法
入力データはSOMで投影して性質を調べる。SOM

は投影する空間に有限個の格子点を設け、各々に入力
ベクトルと同じ成分数をもつ重みベクトルを配置する。
入力ベクトルは、格子点の内で最もよく似た（成分の
差の2乗和が最小になる）重みベクトルをもつ格子点
を探して、そこに投影する。重みベクトルは、よく似た
入力ベクトルが近くに投影されるように学習によって
調整する。さらに、投影が格子点の境界の影響を受け

ないように、同じ重みベクトルをもつ格子点が外側に
も周期的に分布すると想定する。

SOMの学習では、重みベクトルはランダムに初期
化してから反復法で調整する。調整の各ステップでは、
入力ベクトルをひとつずつ取り出して投影し、投影先
の格子点とその周辺で重みベクトルを入力ベクトルに
さらに近づけるように修正する。この操作を投影結果
が落ち着くまで繰り返して、類似な入力ベクトルが近
くに集まるように調整するのである。
3.4 解析結果

東北地域と関東地域の各々に対して、入力データは
SOMで2次元平面上の11x11個の格子点に投影した（図
4）。学習のための反復計算は、両地域とも100ステッ
プ（入力ベクトル全体を一巡する重みベクトルの修正
を1ステップとして）以内に最終的な投影結果に収束
した。図4では各格子点の位置に正方形をおき、重み
ベクトルの成分の大きさに応じて濃淡がつけてある。
また、入力ベクトルが投影された格子点には、その入
力ベクトルのラベルが書き込まれている。

投影結果は、両地域ともラベルoをもつ格子点が他
のラベルの格子点と分かれる傾向を示す。ラベルoは
地震活動が静穏な時期、大きな地震を含むそれ以外の
ラベルは地震活動が活発化した時期を表すと考えられ
るから、似たもの同士を集めるSOMの投影で地震の
活動度の違いが分離できたことになる。なお、投影図
はランダムな初期化の仕方などによって分布が変わる
が、図4は比較的見やすい投影図を選択した。

地震の活動期と静穏期の境は図4では点線で区画し
た。この点線は重みベクトルにつけた濃淡にも考慮し
て引いた。活動期と静穏期は各々が複数の領域に分か

図３　SOMの入力データの例。ラベルのつけ方に注意

図４　SOMによる入力データの投影。(a) 東北地域、(b) 関東地域。E, B, b, a, oは投影された入力ベクトルのラベル
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れるようにみえるが、この図と同じ分布が上下左右に
周期的に広がると想定するので、活動期も静穏期も実
際にはひとつながりの領域である。

地震予知からみて重要なのは、Bやbのラベルをも
つ大きな地震の前の状態が、図4の投影図で活動期の
範囲に入ることである。いいかえれば、地震の活動期
は大きな地震が起こる前から始まっていて、その始ま
りはSOMの投影で把握できる。小さな地震は大きな
地震の発生を事前に知っており、そのことがSOMの投
影で確認されたのである。

そこで、地震の活動期と静穏期を分離する図4のよ
うな投影図を作っておけば、現在の状態がどこに投影
されるかによって、地震活動が活動期に入ったかどう
かを判断できる。現在大きな地震が起きてないのに活
動期の範囲に投影されたら、近い将来に大きな地震が
発生する可能性が高いと予測される。このようにして
SOMの投影図は地震予知に使うことができる。

4. むすび
現在まで世界で進められてきた地震予知は、地震発

生過程の理論的な基盤の上に築くというより、前兆現
象を経験的に探して利用するという色彩が濃い。AI技
術は様々な情報の学習によってシステムを構築するか
ら、やはり経験的な手法である。しかし、AIは人間よ
りはるかに膨大なデータを学習でき、人間の抱きがち
な主観や偏見を排除できる。この利点を活かせば、AI

が地震予知の行き詰まりを打破して実用化をいっきに
進める可能性も期待できる。

地震予知へのAIの活用は、現状では研究数が限られ
ており、成果も大きいとはいえない。しかし、多くの
研究者が注目している分野なので、何らかのきっかけ
で急速に進歩する可能性を秘めている。AIの活用で地
震予知の実用化が進めば、地震発生過程の物理的な理
解にも新たな展望が開けるかもしれない。この分野の
今後の発展に目がはなせない。

謝辞
3章の解析に用いた震源リストは石田瑞穂さん（産

業技術総合研究所）から提供された。ここに記して感
謝する。

参考文献
1) Kanamori, H.: Earthquake prediction: An overview. 

International Handbook of Earthquake Engineering, Vol. 
818, pp.1205-1216, 2003.

2) 井田喜明：地震予知と噴火予知、筑摩書房、pp.1-
253、2012.

3) 井田喜明：予測の科学はどう変わる？人工知能と
地震・噴火・気象現象、岩波書店、岩波科学ライブ
ラリー 282、pp.1-117、2019.

4) Panakkat, A., and Adeli, H.: Neural network models for 
earthquake magnitude prediction using multiple seismicity 
indicators, International Journal of Neural Systems, Vol.17, 
No.1, pp.13–33. 2007.

5) Rouet-Leduc, B., Hulbert, C., Lubbers, N., Barros, K., 
Humphreys, C. J., and Johnson, P. A.: Machine learning 
predicts laboratory earthquakes, Geophysical Research 
Letters, 10.1002/2017GL074677, 2017.

6) Kohonen, T.: The self-organizing map, Proceedings of the 
IEEE. Vol.78, No.9, pp.1464–1480, 1990.

7) National Research Institute for Earth Science and Disaster 
Resilience: High Sensitivity Seismograph Network, http://
www.hinet.bosai.go.jp/hypomap/?LANG=ja, 2019.

井田 喜明（いだ よしあき）

1965年東京大学理学部卒、1969年理
学研究科修了。専門は固体地球物理
学。東京大学物性研究所、海洋研究
所、地震研究所、兵庫県立大学理学
研究科に奉職する間に、火山学会会
長、火山噴火予知連絡会会長などを
つとめる。



Bulletin of JAEE No.42 February 2021 29

１．はじめに
人工知能（AI: Artificial Intelligence）という言葉を見聞

きしない日も珍しい今日この頃である。人の手によっ
て作られたり決められたりする物事ではない自然現象
の地震動を評価・予測する研究分野では、現象やその
因果関係の物理的説明が困難でブラックボックス的な
性格を有するこの新技術に対して懐疑的な目を向ける
研究者も多いためか、他分野と比べると研究への活用
事例はまだ少ない。しかし、この新技術を強震動予測
に活用することが適切かどうかの判断は、その目的や
その使い方による（この点については後述する）。実
は今こそ、地震や地震動に関する知見を質・量ともに
飛躍的に発展させる大きなチャンスである。

1995年兵庫県南部地震を契機として日本全土に整備
された強震観測網1) により、高品質で膨大な地震観測
記録を誰でも即時に活用出来る時代が到来した。また、
コンピュータの性能とアルゴリズムの進化も著しく、
大量高速演算処理が可能になった。それ故、地震や地
震動に関する研究が発展し、新たな地震動予測手法も
次々提案されてきた。このような近年のデータ・情報
の急増とその処理能力の急速な発展による環境変化は、
地震や地震動に関する知見を質・量ともに今後更に発
展させる大きな可能性を含んでいる。

ところで、専門家により開発されてきた実用的な地
震動予測式例えば2) に目を向けると、式の形を決めてい
るのは検討に用いられたデータ・情報であるため、震
源・伝播特性の担保となる地震発生数は地域によって
偏り、サイト特性の担保となる地震観測記録数も地点
によって異なる等々、式への反映量にはアンバランス
が含まれる。近年のデータ・情報の急増はこの問題の
改善に大いに役立つと思われるが、そのために専門家
が費やせる時間と労力には限界があり、逐次更新され
る膨大なデータ・情報を十分に活かし切れていない現
状がある。加えて、社会のニーズが至るところで多様
化・細分化・高速化し、この分野を担う専門家の環境は
時間的にも労力的にも厳しさを増している。

この現状を打開するためには、確立された知見と技
術に基き、任せられるところは徹底的にコンピュータ
に任せ、専門家による高度かつ詳細な検討や一般人を
も含めた各種判断など人間にこそ担って欲しいところ

に十分にその時間と労力を割けるようになって欲しい。
少なくとも長時間労働による疲れを知らない人工知能
はその助けとなる可能性がある。その実現に必要な基
盤的な環境整備ともなり得る新たな強震動データベー
スの構築3)も実際に始められている。

このような背景と現状認識の下、本稿では、数は少
ないものの、人工知能を活用した強震動予測を試みた
萌芽的な研究例を紹介した上で、課題および将来への
期待を込めた展望についての私見を述べたい。

２．萌芽的研究例
人工知能を活用した強震動予測を試みた萌芽的な研

究例を紹介する。詳細は各原典を参照して頂きたい。
国内に先立ち、まず海外で、人工知能による強震動

予測への関心が持たれるようになった。例えばDerras 
et al.（2012）4) は、KiK-netの強震記録を用いてニューラ
ルネットワークにより水平最大加速度の予測モデル構
築を試み、従来知られている地震の規模・深さへの依
存性や大規模地震の震源近傍での頭打ち、地盤挙動の
非線形効果の表現の可能性にも触れている。

国内でも、最近2～3年、研究例が発表され始めた。
久保・他（2018～2020）5) ～ 9) は、K-NETとKiK-netの

強震記録を用いてランダムフォレストにより地表地震
動最大加速度の予測式構築を試み、震源距離とモーメ
ントマグニチュードの重要度が大きいこと、震源深さ
の影響は単純ではないこと、学習データの偏りの影響
等を指摘すると共に、大振幅地震動の過少予測を回避
するための振幅レベルやデータ数の多寡に応じた重み
づけや、機械学習と既往の地震動予測式とを組み合わ
せる手法を提案している。

岡崎・他（2018）10) は、K-NETとKiK-netの強震記録を
機械学習させた上で、長周期地震動シミュレーション
結果から広帯域地震動の推定を試みている。一方、岡
崎・他（2019,2020）11),12) は、茨城県内のK-NETの強震記
録を用いて最大加速度のニューラルネットワークモデ
ル構築を試み、観測点ラベルによってサイト特性を与
えた上で地震発生位置を与えて伝播経路を特定させる
ことにより不確定性の低減を試みている。

Ohno and Tsuruta（2018）13) は、東北地方のK-NETの強
震記録を用い、震源・観測点座標をも説明変数に加え

人工知能を活用した強震動予測
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てディープラーニングにより最大加速度・最大速度・加
速度応答スペクトルの予測モデル構築を試み、従来の
地震動予測式に比べて予測誤差が小さく、サイト固有
のスペクトルピークや深いスラブ内地震による大振幅
も表現出来るとしている。更に、松岡・大野（2020）14),15) 

や大野・松岡（2020）16) は、K-NETとKiK-netの地表での
強震記録を用い、震源・観測点位置や基盤深さをも説
明変数に加えて擬似速度応答スペクトルの評価を試
み、既往の地震動予測式よりも評価精度が高まること
や、評価精度はデータ数に大きく依存することを示し
ている。

石井・他（2019）17) は、関東地方のK-NETの強震記録
を用い、震央方位や基盤深さをも特徴量に加えて勾配
ブースティング木により最大加速度・擬似速度応答ス
ペクトル・速度応答継続時間スペクトルの評価モデル
構築や地点固有モデルの検討をも試み、新たな観点か
らの知見獲得を目指している。データ品質考慮の重要
性や、既往の地震動予測式よりも評価精度が高いこと、
評価精度がデータ数に依存することにも触れている。
このうち、関東地方のモデルについて、小穴・他（2019

～ 2020）18)～21) は、震央方位のほか震源・観測点位置と
震源メカニズム解や複数の地下構造層境界等をも含む
多数（25種類）の特徴量とその相互依存性の検討、異
なる特徴量セットによるモデルの比較、予測対象の特
徴量と学習データとのユークリッド距離の分析等を実
施し、既往の距離減衰式よりも細かな地域特性を考慮
出来る可能性を示している。一方、地点固有モデルに
ついて、石井・他（2019～2020）22)～24) は、震央方位や
応答継続時間の考慮により地点・周期毎に変化する地
震動特性の定性的・定量的な分析・検討が可能なこと
（図24) 参照）や地震波の三次元伝播特性を簡便な評価
モデルに反映出来る可能性に触れた上で、震央方位の
様々な与え方も比較検討している。

また、これらの他に、最近は、強震動予測に関連し
た諸研究にも人工知能の活用が試み始められている。
例えば、田中（2020）25) は、常総地域の地形データを
用い、勾配ブースティング木により工学的基盤深度
の推定を試み、従来の多変量回帰分析による統計モ
デルとの比較も実施している。Miura et al.（2020）26) は、
K-NETとKiK-netの観測点での微動観測に基づく水平
上下スペクトル比を用い、ディープラーニングにより
表層30ｍの平均S波速度に基づくサイト特性分類を試
みている。中山・他（2020）27) は、2011年東北地方太平
洋沖地震で液状化が多数発生した千葉県を対象に、表
層地盤データ・地震観測記録・計測震度分布のデータ
を用い、サポートベクターマシンとランダムフォレス
トにより、地震動の継続時間を考慮した液状化発生地
点の予測モデル構築を試みている。

このように、現状は、各研究者が試行錯誤しつつ
次々と新たなアイデアに挑戦している段階と言えよう。

３．課題と将来展望
人工知能を活用した強震動予測を進める上での課題

と将来展望について述べておきたい。
膨大なデータを高速かつ安定して処理することに

よって、データ自らが持つ地域性やサイト固有の特性
といった素性を最大限に反映した複雑なモデルを構築
出来る可能性があることは、人工知能の魅力である。
各研究の統合とそれに基づく新たな知見獲得の可能性
が期待され、データベースから地震動評価、更にはハ
ザード・リスク評価や設計・防災への活用に至る一連
のモデルにまで発展する可能性さえも秘めている。

しかし、それ故、人工知能を活用した強震動予測の
課題の多くはデータの扱いに関わるものである。

一般に、良質なデータ分析結果を得るためには、必
ず、それに先立ってデータ品質の丁寧なチェックが欠
かせない。従って、膨大なデータから専門家と同様の
判断によってノイズ等の悪影響を取り除くための自動
取捨選択や自動フィルター処理等といったデータ一次
処理方法の開発が必要になる。

特徴量（説明変数）の選定は、モデル構築プロセスの
中で人間のセンスが関与し得る部分である。実際にど
のような条件の時に観測値と評価値が近くなるのか等
について予め十分に分析しておく必要がある。見方を
変えると、専門家の既成概念や常識の限界が制約し得
る部分とも言える。それを避け、先入観を取り払って
膨大なデータと人工知能に委ねた検討の中から新たな
気付きが生まれる可能性もあろう。

評価精度がデータ数に大きく依存することは先述の図　地震動の震央方位依存性の検討例24)
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各研究事例からも明らかである。データ数が少なくモ
デル上は内挿領域・外挿領域となる場合の評価結果の
信頼性は、特に将来の予測問題への展開を考える上で
は大きな問題で、慎重に取り扱わざるを得ない。

とりわけ、データの粗密・偏りに起因するモデル精
度のアンバランスが生じ得るが、特に一般に興味の対
象となる大地震・大振幅地震動・長時間地震動などは、
稀な現象であるが故にもともとデータが少ない。従っ
て、仮に将来の予測問題への展開を考えるのであれば、
断層モデル等を含めた既往手法によるシミュレーショ
ン結果の活用等の工夫も考えていく必要がありそうで
ある。すなわち、観測された自然現象を適切に一次処
理したデータだけでなく、それらに基づいて得られた
既往の科学的知見にまでデータの概念を少し拡張して
扱うことが考えられるかもしれない。

このように、強震動予測とは言っても、真の予測問
題に適用出来るようになるまでには、様々な困難が予
想される。

さて、冒頭にも述べたが、人工知能による評価・予
測のプロセスの多くがブラックボックスとなっている
ことは、専門家ならずとも大いに気になるところであ
る。しかし、従来の手法も、多様な要因によってもた
らされる多様な自然現象を一部の代表的な指標によっ
てモデル化している以上、ブラックボックス的な性格
を有していることは否定できない。実用的にも一つの
代表的な地震動予測手法である半経験的方法が要素地
震の地震動自体に含まれている伝播特性とサイト特性
を上手く活用した優れたアイデアであること等からも
明らかである。

むしろ、その本質を理解した上で、多面的な分析方
法や工夫された可視化手法などを駆使して現象の物理
的解釈・理解を進め、人工知能の検討プロセスや検討
結果の説明性を向上させ、従来の研究では辿り着けな
かった新たな知見に迫っていくことが求められる。

地震工学の歴史は、稀な自然現象によって突きつけ
られる新たな課題との闘いとも言える。現象の物理的
解釈・理解が進んだと思っても、また新たな想定外が
発生することの繰り返しである。残念ながら、いつの
時点でも、専門家の既成概念や常識には盲点がある。
故に、膨大なデータと人工知能を上手く活用し、その
ような盲点を突くことによって新たな気付きが得られ
る可能性があるとすれば、それに期待したい。

４．おわりに
今まで述べてきたように、人工知能を活用した強震

動予測の試みを通じて強震動に関する新たな知見が得

られる可能性には魅力がある。そのためにも、大変困
難ではあるが、将来的には人工知能自身にモデルの物
理的根拠・構築プロセスはもとよりその問題点・改善
策などを説明させることが出来れば素晴らしい。

自然界の生物も、人工物とそれを生み出す技術も、
少しずつ進化し続けるだけではなく、新たな環境・条
件が揃った時には劇的な進化を遂げるものである。強
震動に関する研究を進める上で、新たな環境・条件と
新たな手法・技術とが互いに触発し合う効果が期待さ
れ、それによって、新たな手法・技術と新たな知見と
が互いに高め合う効果が期待される。

冒頭にも述べた通り、今こそ、地震や地震動に関す
る知見を質・量ともに飛躍的に発展させる大きなチャ
ンスと考えたい。
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進本部などの委員を歴任。



Bulletin of JAEE No.42 February 2021 33

Bill Iwan先生が2020年10月29日にお亡くなりになった。
御家族から南カリフォルニア大学のMasri教授に宛てた連
絡の手紙を私宛てに転送して頂いて知った。先生には長
年いろいろとご指導頂いたのでこの場を借りて先生を偲
びたい。

先生と初めて出会ったのは、1972年10月、私がロータ
リー財団の奨学金を受けカリフォルニア工科大学の大学
院に短期留学した時である。先生には数学の線形代数
学を教えていただいた。留学直後で英語を十分に聞き取
れなかったが、先生の講義ノートは実に明瞭かつ丁寧そ
のもので、復習すれば、参考書など見なくても、十分に
理解できた。各種定理の展開の明快さに、私は初めて
数学の美しさに触れた思いだった。

先生の発言は極めて早口で最初はほとんど理解できな
かったが、週3回半年の集中講義で、そのうちに耳が慣
れ、次第にほとんど理解出来るようになった。以来先生
に限っては、どのように早くしゃべられても、ほとんど理解
できた。

兵庫県南部地震(’95)の後、先生と土岐憲三先生との
間で、直下地震による都市災害に関する日米セミナー
がハワイで開催され(’98)、私もメンバーとして参加した
が、セミナーの最後のConcluding Remarks をまとめるにあ
たって、先生は、実に見事にしかも短時間に皆の意見を
踏まえたとりまとめを行われた。このような会を何度も経
験されていたこともあるだろうが、先生のシャープな手際
のよい才能に驚いた。

先生は十数年程前から、ガンが体のあちこちに転移し、
その都度、大手術や放射線照射など大変な治療を長年
受けられてきたが、研究者としての活動は衰えることが
なかった。大変な病気を抱えながら、このように前向きに
かつ活発に活動されていることに感動し、「先生はどのよ
うな力で、困難を乗り越えておられるのですか？」と、非
礼を顧みず思い切って直接聞いてみた。すると先生は直
ちに、「私の信仰に対して神が大きな力を与えて下さるの
です」と返答され、先生の信仰心の深さに感激した。私
ならとっくに病魔に押しつぶされているであろうと思われ
た。

日本で開催されたある会議の折、先生はわざわざ米国
より、ハウスナー先生からの預かり物だと言って中国で描
かれたと思われる掛け軸を、持参してくださった。恩師

の先生がわざわざ米国からもって来て頂いて、もったいな
くも大変ありがたく、感謝感激であった。

また中国で開催されたある会議の折、バスの中で同席
したが、先生のお孫さんが、ディズニーランドのミッキー
マウスの声優を務めているのだと話され、ご自分の事の
様に大変喜んでおられた。奥様はじめ家族を大切にして
おられる暖かいお心が推し量られた。

以上が先生に関する私の主な直接の思い出であるが、
先生のご略歴については、Masri教授からの情報を基に
以下に記す。

先生は学部（’57）、修士(’58)、博士(’61)ともカリフォ
ルニア工科大学で修了された、生粋のCaltech Manであ
る。博士論文の指導教授はD.Hadson 博士であり、のち
の地震動に関する研究の素地となったと考えられる。博
士号取得と同時に、コロラド州に新たに開設されたAir 
Force Academyの教官となり工学の指導をされた。そこで
パイロットの訓練も受け、Captainの資格も取得されている。
のちにCivilだけでなくMechanicalの分野でも活躍される
基礎になったものと考えられる。

’64には、Caltechに準教授として戻られ、’70には教授と
なられた。先生が並みはずれた才能の持ち主であること

ビル・アイワン先生を偲んで

家村　浩和
●日本地震工学会名誉会員

追悼文

写真　ビル・アイワン先生ご逝去の連絡より抜粋
（Masri教授提供）
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は、昇進の速さからもうかがえる。
先生は多くの優れた業績により、National Academy of 

Engineering(’99)やASCEのDistinguished Memberになられ
たほか、数多くのメダルや賞を受賞しておられる。Nathan 
M. Newmark Medal(’97),  William H.Wisely Award(’06),  
Theodore von Karman Medal(’13),  A.E.Alquist Medal (’02) 

などである。一方、’82よりはカリフォルニア州知事直轄
のSeismic Safety Commissionの委員（のちに委員長）を務
めて、同州の地震安全対策に大きく貢献された。さらに
国際活動としては、世界地震工学会関連のIAEE、WCEE、
WSSI、ASCEのEMI、強震地震動観測関連のCOSMOS、 

構造免震制震モニタリング関連のIASCMなどに献身的な
貢献をされた。

そのほか実用面では、日本でも実施されている初期微
動の計測から強震動を直前予測して警報を発するEarly 
Warning Systemを’97に提案されている。 

先生の並はずれた才能による優れた研究、地域社会
や国際研究組織への献身的貢献、病魔と闘う不屈の精
神力、家族や人々に対する深い愛情など、見習うべきこ
とは数多くある。

本稿を読んでいただいた皆さんのこれからの人生のご
参考になれば、そこにBill Iwan 先生の崇高な精神は生き
生きとして生き続けてゆく。

家村 浩和（いえむら ひろかず）

京都大学工学研究科博士課程修了
(’74)、助手、講師、助教授を経て教
授(’94-’08)、 国際構造制御学会理事
(’94-’00)、世界地震工学会事務局長
(’02-’08)、近畿職業能力開発大学校
校長(’08-’13)。 主な研究テーマは免
震・制震構造の提案、実験及び解析。
土木学会論文奨励賞(’75)、 同論文賞
(’05)、Housner Medal(’14)。
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2020年10月29日、 カリフォルニア工 科大学（Caltech: 
California Institute of Technology）の名誉教授、ビル・アイ
ワン（Wilfred D. Iwan）が帰らぬ人となった。享年85歳だっ
た。

ずいぶん昔のことだ。1960年代の後半だったと思う。
当時、国際地震工学会（IAEE）の事務局長を務めておら
れた大沢胖(ゆたか)先生（東大地震研究所）に、「これか
ら米国の地震工学をリードするのは誰ですか」と聞いたこ
とがあった。大沢先生は、即座に、ビル・アイワンとポー
ル・ジェニングスの名前を挙げられた。二人ともCaltechの
気鋭の研究者だった。そのころのCaltechには、ジョージ・
ハウズナー、ドナルド・E・ハドソンをはじめとし、優れた
地震工学の研究者が集い、世界の地震工学研究を引っ
張っていた。ポールのほうは、事務能力に長けていたこ
とを買われ、比較的若いときに、研究畑から大学管理の
ほうに移り、学長職（Provost）についた。一方、ビルは、そ
の一生を研究にささげた。

ビルと最初に口をきいたのは、1977年にニューデリーで
開催された第6回世界地震工学会議（6WCEE）のときであ
る。会議中のツアーでタージ・マハールに行ったとき、「カ
メラを持っていない日本人に初めて会った」と冗談めかし
て言われた。だいぶあとになって知ったのだが、ビルは
大のカメラ好きだった。なんと答えたかはまったく覚えて
いない。そのころの私にとって、アイワンは雲の上の存在
だった。たぶん何も言えなかったのではなかろうか。

1998年に日本で開催された9WCEEのときから14年間、
私はIAEEの事務局長となり、続いて会長を務めた。これ
だけ長い期間にわたってIAEEの役職についていれば、世
界中に友人もできるし、結構大きな顔で振舞えるように
なる。IAEEのなかに国連の「国際防災の10年（IDNDR）」
にかかわる委員会を設置したときには、その準備委員会
の委員長に「地震工学の父」ハウズナーを、また、かつては
雲の上の存在だったビルには準備委員会と委員会の両方
の委員を委嘱する立場になっていた。IDNDRと言っても
ピンと来ない人がおられるかもしれない。1990年代を災害
のない10年にしようと、国連が決議した10年計画である。

世界中にできた友人にはそれぞれ思い出があるが、ビ
ルとハレシュ・シャー（スタンフォード大学）とは、とくに
親しくなった。ビルは私より４歳年上で、ビルと私の間に
ハレシュがいた。３人は年齢的にも近かった。地震工学
の分野でIDNDRをサポートするために、ハレシュと共同
でIAEEの下部組織として世界地震安全推進機構（WSSI：
World Seismic Safety Initiative）を立ち上げたときは、ビル
にも理事の１人として協力してもらった。

地震による犠牲者の大部分は構造物の崩壊によるもの
だ。安全な明日を保証する唯一の方法は構造物の耐震
性を向上させることにある。世界全体でみれば、必要な
知識や技術はすでに存在する。WSSIは、これらの知識や
技術を有効に使って、技術的・経済的に余裕のない国々
を支援することを目的とした。WSSIは、1992年9月1日、ナ
ンヤン工科大学（NTU：Nanyang Technological University）
に本部をおく非営利会社としてシンガポールに登録した。
発足当初の2年間は私が会長を務め、それ以降はハレ
シュが会長を務めた。1996年、防災科学技術研究所の
所長としてつくば市に赴任してから、私はWSSIと疎遠に
なってしまった。

設立以来、WSSIは毎年シンガポールで理事会を開いた。
ビル、ハレシュと私は、少なくとも年に１回はシンガポー
ルで顔を合わせるようになった。理事会の会期中に、大
型ショッピング・センターにあるインドネシア・レストランに
行くのも恒例となった。そんなとき、ビルはいつもカメラ屋
さんをのぞいて新型のニコンなどを手に取っていた。彼
は、ニコンをナイコンと発音していた。 

5年ほど前、私が三途の川を渡りかけたとき、ビルは
励ましの手紙をくれた。2015年7月22日付で手書きだった。
私はまだ入院中だった。どうして私の病気のことを知っ
たのかわからない。彼自身が脳、肺、肝臓ガンを患った
経験から、いま元気でいられるのは神のおかげであるこ
と、医師の診断がどんなに悪くても必ず望みがあること、
優れた医術に加えて神のご加護が大切だ、長い間キリス
トを信じてきたが、決して裏切られたことがないと書いて
あった。「君は強い人間だしファイターだ。必ず病に打ち
勝てる。何か手助けが必要なら教えてほしい」と、締めく

ビル・アイワンを偲ぶ

片山　恒雄
●東京大学名誉教授
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くってあった。 

彼自身がガンのため余命いくばくもないと言われたとき、
元気なうちに皆にお別れをしておきたいと、バークレーの
ホテルに50人ほどの親しい友人、学生などを集めた会を
開いた。もう15年くらいも前のことだ。もっと前だったか
もしれない。私は、ただ１人の日本からの友人として出席
した。薬の副作用でビルは髪の毛がなかった。挨拶をさ
せられたが、何を話したかは覚えていない。ただ、ビル
が早口であること、英語が母国語でない人に対してもまっ
たく気配りをしてくれないと言ったところが留学生に大い
に受けた。

2015年7月にビルから届いた励ましの手紙に、私が返
事のメイルを送ったのは、10月14日にリハビリ病院から帰
宅してからだった。10月29日に、自分の状態を長めのメイ
ルで返事した。ビルのレスポンスはいつも早い。翌日に
は返信があった。

「親愛なる恒雄 最新の情報をありがとう。ひどい病気
から回復しつつあることを知って喜んでいます。完全に
回復するまで、君と君の家族のために祈り続けます。リ
ハビリの先生と看護師さんとの作業が最善のものとなり
ますように。君が完全に回復しようという強い意志を持っ
ていることを信じています。何か私にできることがあった
ら知らせてください。ビル」

うれしかった。12月3日につぎのメイルが来た。「10月の

返事ありがとう。君の完全な回復を祈っていることを知っ
てください。君の力がよみがえり、じきに歩行補助器なし
で歩けるように祈っています。君と君の家族に素晴らしい
クリスマスがやってきますように。ビル」。2016 年の元旦に、
新年の挨拶とともに、少しずつだが快方に向かっている
と知らせた。ビルからは、「良くなっていると知ってうれ
しい。回復を祈り続ける、何かできることがあれば」とい
う返事がすぐに送られてきた。

彼とのやり取りからわかるように、ビルは敬虔なキリス
ト教徒である。「1番大切なのは家族、2番目が信仰、研
究は3番目」と言うのを聞いたことがある。彼ほど真摯に
一生を過ごした人間を、私はほかに知らない。何か心の
中にぽっかりと穴が開いたような気がする。

片山 恒雄（かたやま つねお）

1939年東京都生まれ。東京大学工学
部卒。同大学院修士課程修了。豪・
ニューサウスウェールズ大学大学院 
土木工学科博士課程修了。東京大学
生産技術研究所 教授を経て、東京大
学名誉教授。1996年より防災科学技術
研究所所長、理事長を歴任。国際地

震工学会 （IAEE）では、事務局長（1988年～ 2002年）、会
長（2006 ～ 2010年）を務めた。専門は耐震防災工学。

写真　左から、東京大学・青山博之名誉教授、片山恒雄教授、ブリティッシュコロンビア大学・チェリー名誉教授（元IAEE会長）、
アイワン教授（1994年、オーストリア・ウィーンにて　東京大学・目黒公郎教授提供）
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1．はじめに
2020年度で第15回を迎えた日本地震工学会の年次大

会（以下、大会）は、初めて完全オンラインで実施し
ました。2019年暮れに中華人民共和国湖北省武漢市で
原因不明のウイルス性肺炎が確認されたのを皮切りに、
全世界を襲っている新型コロナウィルス感染症がわが
国においても2020年初頭より広まり、完全な終息の見
込みがたたなかったため、Zoomを活用して実施する
という新たな試みとなりました。大会の期間は、2020

年12月2日(水) ～ 3日(木)の二日間でした。
大会を完全オンラインで実施することから、例年は

ポスターセッションとオーラルセッションを併用して
一般発表講演を実施しているところを、全てオーラル
セッションとしました。また、基調講演1題、招待講
演2題を企画しましたが、招待講演のうち1題は大会を
オンラインで実施するという利点を最大限活かし、特
別企画として海外（トルコ共和国（以下、トルコ））から
リアルタイムで実施しました。

大会には、計175名の参加登録（正会員124名、学生
会員17名、非会員13名、学生非会員21名）があり、実
際の参加者は初日が160名、二日目は139名でした。こ
のうち、基調講演・招待講演者が計3名、功績賞など
の受賞者が10名、法人会員が10名、マスコミ関係者が3

名でした。

2．全体プログラムと基調講演・招待講演
今年度の大会は、基調講演1題、招待講演2題および

一般発表講演という構成にしました。一般発表講演は
89題の投稿がありました。また、中埜良昭会長による
開会と閉会のご挨拶および功績賞などの表彰式・記念
講演を執り行いました。大会の全体プログラムを表
1に示します。基調講演、招待講演、開会・閉会挨拶、
はプレナリーセッションとし、一般講演は3つの会場
で並行して行いました。一般講演のうち、2セッショ
ンは英語セッションとして、英語による発表を行いま
した。また、例年では5月に開催される社員総会と併
せて学会の各賞受賞者の表彰式と受賞記念講演が執り
行われますが、今年度は新型コロナウィルス感染症対
策のために社員総会のみ執り行われたために、閉会式
に先立って、表彰式・記念講演を行いました。

2.1 基調講演・招待講演
基調講演は開会の挨拶に引き続いて実施しました。

招待講演のうち1件は初日の午後一番に実施し、2件目
はトルコからリアルタイムでのご講演のため、時差を
考慮して2日目の午後3時過ぎから実施しました。

2.1.1 基調講演
基調講演は、海洋研究開発機構（JAMSTEC）海域地

震火山部門の小平秀一部門長に、「南海トラフ地震に
備える － 情報創生、活用、発信に向けて －」につい
てご講演頂きました。来るべき南海トラフ地震の発生
に備えて、南海トラフ地震臨時情報の概要と想定され
る課題およびそれを解決するための方策について解説
頂いたのち、2020年度から開始された「防災対策に資
する南海トラフ地震調査研究プロジェクト」の概要と
期待される成果についてご講演頂きました。

2.1.2 招待講演
2件の招待講演のうち1件は、東京大学地震研究所の

楠浩一教授に、「非構造部材を有する３階建て鉄筋コ
ンクリート造建物の災害時機能を検証するためのＥ－
ディフェンス実験」についてご講演頂きました。国立
研究開発法人防災科学技術研究所兵庫耐震工学研究セ
ンターの実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェ
ンス）において2019年12月に実施された、災害拠点と
して使用する建物を想定した3階建て鉄筋コンクリー
ト造建物を対象として、実物に近い状態で実施された
実大実験についてご講演頂きました。また、実験結果
を予測するブラインド解析の国際コンペについてもご
紹介頂きました。

2件目の招待講演は、オンライン大会の利点を最大
限活用した特別企画として、トルコの中東工科大学
（Middle East Technical University, Ankara） の Ayşegül 
ASKAN（アイシェギュル　アシカン）先生に、「The 
report on the 2020 Elazig and Izmir (Turkey) earthquakes 
including seismological aspect, damage investigation, and 
social issues」と題して、2020年1月と10月にトルコの
Elazığ（エラズー）とIzmir（イズミル）県沖にてそれぞ
れ発生した地震について、観測された地震動の特徴と
建物被害や設計基準との関係についてご講演頂きまし

日本地震工学会・大会－2020開催報告

松島　信一
●京都大学防災研究所 教授

学会ニュース
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た。 

3．一般発表講演
一般発表講演は過去数年の大会とは異なり、完全オ

ンラインで実施したことから、3つの口頭発表セッショ
ンを並行して実施する形式とし、ポスター発表は実施
しませんでした。一般発表講演には89題の投稿があり
ましたが、都合により2題の発表がキャンセルとなり、
実際には87題が発表され、活発な議論が行われました。
一般発表講演15セッションのうち、2セッション（10題）

は英語セッションとして実施し、英語による発表と活
発な質疑が行われました。

一般発表講演では、発表論文投稿時に申請のあった
若手発表者（開催年度末時点で満35歳以下の方（1985

年4月1日以降に生まれた方））に対して優秀発表賞選
考委員会が中心となり、各セッションの座長および理
事により、優秀発表賞の審査が行われました。優秀発
表賞は表2に示す8名（9題）に対して授賞されることが
閉会式において発表されました。今年度はオンライン
大会となったために、会長からお祝いの言葉ののちに

表１　日本地震工学会・大会―2020　全体プログラム

時間 A会場 B会場 C会場

2020年12月2日(水)   Wednesday December 2nd, 2020

9:40～ 9:50 開会の挨拶・会長挨拶
Opening Speech/Speech by President of JAEE

9:50～ 10:20
基調講演：海洋研究開発機構 海域地震火山部門 小平 秀一 部門長

Keynote lecture : Dr. Shuichi KODAIRA, JAMSTEC
「南海トラフ地震に備える － 情報創生、活用、発信に向けて －」

10:30～ 12:00 A-1 実大RC造架構実験
Real-size RC structure experiment

B-1 地下構造
Underground profile

C-1 地震被害調査・被害推定
Earthquake damage investigation, 

damage estimation

13:00～ 13:30

招待講演：東京大学 地震研究所 楠 浩一 教授
Invited lecture : Prof. Koichi KUSUNOKI, ERI, University of Tokyo

「非構造部材を有する３階建て鉄筋コンクリート造建物の災害時機能を検証するための
Ｅ－ディフェンス実験」

13:30～ 15:30
A-2 建物応答・建物被害

Building response -
Building damage

B-2 震源特性/強震動特性
Source mechanism / Strong motion 

characteristics

C-2 防災計画・リスクマネジメント
および社会・経済問題(1)

Disaster mitigation plan / Risk 
management / Socio-economic issues (1)

15:40～ 17:40
A-3 建物応答・免震構造物

Building response -
Base isolation structures

B-3 地盤変状
Ground deformation

C-3 防災計画・リスクマネジメント
および社会・経済問題(2)

Disaster mitigation plan / Risk 
management / Socio-economic issues (2)

2020年12月3日(木)   Thursday December 3rd, 2020

10:00～ 12:00
A-4 建物応答・耐震性能

 Building response - Seismic 
performance

B-4 地盤震動(1)
Ground motion (1)

C-4 English session (1)
Ground deformation / Subsurface 

structure model

13:00～ 15:00

A-5 土木構造物/地盤と構造物の相互
作用

Civil structures / Soil-structure 
interaction

B-5 地盤震動(2)
Ground motion (2)

C-5 English session (2)
Base isolation / Structural control / 

Health monitoring

15:10～ 16:00

特別企画・招待講演 Special event - Invited lecture :
Prof. Ayşegül ASKAN GÜNDOĞAN, Middle East Technical University, Ankara

"The report on the 2020 Elazig and Izmir (Turkey) earthquakes
including seismological aspect, damage investigation, and social issues"

16:10～ 17:20 表彰式・記念講演
Award ceremony / Memorial lecture

17:20～ 17:30 閉会式
Closing ceremony
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表彰状については後日対象者に郵送されることが紹介
されました（写真1）。

4．表彰式・記念講演
2日目の午後に行われた表彰式・記念講演では、

2019年度各賞表彰式・論文賞記念講演が行われました。
授賞されたのは、功績賞、功労賞、論文奨励賞、論文
賞で、論文賞の2編について受賞記念講演が行われま
した。

功績賞は、安田進名誉会員（東京電機大学名誉教
授）、翠川三郎正会員（東京工業大学名誉教授）が受賞
されました。功労賞は佐藤吉之正会員（株式会社竹中
工務店）が受賞されました。論文奨励賞は、松本俊明
正会員（株式会社篠塚研究所）、小穴温子正会員（株式
会社大崎総合研究所）、論文賞は原田智也正会員（元
東京大学地震研究所）ほか、根本信正会員（応用地質
株式会社）ほかの論文が受賞されました。受賞理由等
は、日本地震工学会の「各賞と受賞者」のWEBページ（ 
https://www.jaee.gr.jp/jp/members/prize/ ）をご覧下さい。

5．地震工学技術フェア
企業・団体参加による「地震工学技術フェア」は、例

年と異なりオンライン大会となったことから、新しい
形態で実施しました。参加企業・団体には、大会プロ
グラムWEBページへの企業ロゴの掲載または大会プ
ログラムWEBページへの企業ロゴおよび企業動画の
掲載のいずれかをして頂きました（図1）。展示を行っ
て頂いた5企業・団体の皆様は、以下の通りです。白
山工業（株）、（株）アーク情報システム、配水用ポリ
エチレンパイプシステム協会、（株）大林組、（株）勝
島製作所（申込順）。

6．おわりに
大会にご参加頂いた皆様、地震工学技術フェアにご

出展頂いた企業・団体の皆様、理事・事務局の皆様お
よびオンライン大会のサポートをして頂いた防災ログ
様に、深く感謝申し上げます。また、大会実行委員会
委員の皆様の多大なる貢献がなければ大会の開催にこ
ぎ着けることはできませんでした。改めて感謝申し上
げます。

今後の日本地震工学会大会の開催方法については未
定ですが、参加者の皆様にご回答頂いたアンケートを
もとに、より良い大会となるよう努めて参りますので、
積極的にご参加頂きますようお願い申し上げます。

【第15回年次大会実行委員会】松島信一（委員長、京都
大学）、市村強（東京大学）、小山真紀（岐阜大学）、中
嶋唯貴（北海道大学）、野口竜也（鳥取大学）、三上貴
仁（東京都市大学）、山田岳峰（鹿島建設）

写真１　閉会式における優秀発表賞発表時の様子

表２　優秀発表賞受賞者（敬称略）

講演
番号 受賞者 発表題目

A-1-3 八木 尚太朗
（東京大学）

非構造部材を有する実大RC造架
構の静的載荷実験

その３　LGS壁と鋼製ドアの損傷

A-3-3
毎田 悠承

（東京工業大学）

梁主筋の付着除去を施した座屈拘
束ブレース付きヒンジ位置保証型

RC骨組の力学挙動

A-3-4
RC造連層耐力壁の脚部に取り付
けた鋼製ダンパーの力学挙動およ

び座屈補剛に関する実験研究

A-4-6 杉野 未奈
（京都大学）

プレート境界地震の予測地震動に
対する建物応答

B-1-4 西村 武
（鳥取大学）

インドネシア西スマトラ州
Tandikatの地震地すべり地域にお
ける微動観測による地盤構造推定

B-2-5 長嶋 史明
（京都大学）

海外内陸地震のインバージョン結
果データベースを用いたスケーリ

ング則の検討

B-3-3 加藤 一紀
（株式会社大林組）

護岸背後地盤の側方流動を対象と
した動的解析における地盤の剛性
回復モデルの違いが地盤変位量に

与える影響に関する検討

C-3-2 安井 あり紗
（東京大学）

災害対応工程管理システムBOSS
とマニュアルによる 新型コロナ

ウイルス流行下での避難所運営を
事例とした対応行動の比較

C-5-3 Bin WANG
(Kyoto University)

Development of novel self-centering 
seismic base isolators incorporating 

SMAs for earthquake resilience
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図 1 日本地震工学会・大会―2020 のプログラム WEB ページ 

図１　日本地震工学会・大会―2020のプログラムWEBページ



Bulletin of JAEE No.42 February 2021 41

お知らせ

■ 本学会に関する詳細はWeb上で
日本地震工学会とは
　日本地震工学会は、建築、土木、地盤、地震、機械等の個別分野ではなく、地震工学としてまとまった活動を行うため
の学会として2001年1月1日に発足しました。その目的は、地震工学の進歩および地震防災事業の発展を支援し、もって学術
文化と技術の進歩と地震災害の防止と軽減に寄与することにあります。

ぜひ、皆様も会員に
　本会では、これまでに耐震工学に関わってきた人々は勿論のこと、行政や公益事業に関わる人々、あるいは地域計画や心
理学などの人文・社会科学に関する研究者、さらには医療関係者など、地震による災害に関わりのある分野の方々を対象と
し、会員（正会員、学生会員、法人会員）を募集しています。本会の会員になることで、各種学会活動、日本地震工学会「JAEE 
NEWS」のメール配信、地震工学論文集への投稿・発表・ホームページ上での閲覧、講習会等の会員割引など、多くの特典
があります。ぜひ皆様も会員に、ホームページからお申込みください。

　「学会の動き」欄は、下記のホームページでご覧いただくことにしました。
日本地震工学会の会則、学会組織、役員、行事、委員会活動、出版物の在庫案内など最近の活動状況などの詳しい情報はホー
ムページをご覧下さい。ホームページには、学会の情報の他に、最新の地震情報、日本地震工学会論文集など多くの情報
が掲載されています。ぜひご活用ください。

　入会方法や入会後の会員情報変更の詳細は本会ホームページ中の「会員・各賞受賞者」の下の「入会案内」、「変更・退会手続」
に記載されています。
　日本地震工学会ホームページ https://www.jaee.gr.jp/jp/

■ 会誌への原稿投稿のお願い
　日本地震工学会会誌では、「地域での地震防災に関する話題」、「地震工学に関連した各種学術会議・国際学会等への参加
報告」、「興味深い実験や技術の紹介」、「当学会や会誌への要望や意見」等に関して、皆様からの原稿を募集しております。
なお、投稿原稿は原則として未発表のものに限ります。また、「速報性を重視する内容（原則として年3回の発行であるた
め）」、「ごく限られた会員のみに関係する内容」、「特定の商品等の宣伝色が濃いもの」はご遠慮下さい。

　投稿内容、投稿資格、原稿の書き方・提出方法等の詳細は、本会ホームページ中の「投稿・応募ページ」よりご確認頂けます。
日本地震工学会ホームページ　投稿・応募ページ https://www.jaee.gr.jp/jp/contribution/

■ 登録メールアドレスご確認のお願い
　当学会では、会員の皆様のお役に立つ会員限定のニュースやセミナー情報をメールにて配信させていただいておりますが、
メールが届かず戻ってきてしまうケースが散見されます。メールアドレスを変更された方、あるいは、このところ弊学会か
ら１通もメールが届いていないという会員の方は、以下の方法で会員登録情報をご変更いただくか、事務局までご連絡い
ただきますようお願い申し上げます。

【会員登録情報のご変更方法】
　日本地震工学会のWEBサイト（https://www.jaee.gr.jp/jp/）の「会員ログイン」より、会員番号とパスワード（７桁　例：
0000001）を入力してログインし、「登録情報の変更」を選択して登録情報をご変更ください。尚、会員番号またはパスワー
ドがご不明な方は事務局までお問い合わせください。

■ JAEE Newsletter 第10巻 第1号（通算第29号）が2021年4月下旬に発刊されます。
　第10巻 第1号では、「東日本大震災から10年、熊本地震から5年」の特集記事を予定しております。
　JAEE Newsletter は、日本地震工学会誌を補完し、タイムリーに情報発信する目的で2012年9月に創刊されました。2015年より、
会誌と連携した情報発信を行うため、会誌と交互となる4月、8月、12月に学会のWebサイト上で発行しています。地震工学に
興味を持つ一般の読者も意識したわかりやすい記事を通じて、地震工学と地震防災の一層の普及・発展を目指しています。
　JAEE Newsletterについては以下のサイトで掲載しております。

https://www.jaee.gr.jp/jp/stack/1925-2/
　なお、最新号(第9巻 第3号)では、特集「感染症と避難のしかた」として5名の方にご執筆いただきました。
　新しい生活様式における避難について、ご参考になる情報ですので、ぜひご覧ください。

■ 問い合わせ先
　不明な点は、氏名・連絡先を明記の上、下記までお問い合わせ下さい。

日本地震工学会　事務局　〒108-0014 東京都港区芝5-26-20 建築会館
　TEL : 03-5730-2831　　FAX : 03-5730-2830　　電子メールアドレス: office@general.jaee.gr.jp



42 Bulletin of JAEE No.42 February 2021

会誌編集委員会
委員長 永野　正行 東京理科大学 委　員 浅野　公之　京都大学防災研究所
幹　事 成田　修英 戸田建設 委　員 入江さやか NHK放送文化研究所
幹　事 肥田　剛典 東京大学 委　員 岩田　直泰 鉄道総合技術研究所
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編集後記：

2006年に発表されたディープラーニングを契機とした第3次AIブームが隆盛し、情報技術やIT産業などの分
野で人工知能技術の研究・開発が積極的に行われてきました。これに対し、地震工学分野では同技術が近頃に
なりようやく取り入れられ始めましたが、他分野に比べ、未だ研究・開発が盛んではないように思われます。
その一因としては、「AI・IoT技術とは何か」や「何が出来て何ができないのか」等、この技術に関する知識や知
見が十分に浸透していないということが挙げられるように思います。このような状況を打破すべく、今回の特
集では、地震工学分野においてAI・IoT技術を取り入れた研究・開発を実施されている皆様に、同技術の現状
や課題、今後の展望と可能性についてご執筆いただきました。本特集が、今後のAI・IoT技術を用いた地震工
学分野の研究・開発と地震減災・防災技術のさらなる発展のお役に立てますと幸いです。

最後に、お忙しい中本誌の記事をご執筆いただいた著者の皆様に、心より御礼を申し上げます。また、編集・
校正作業にご尽力いただきました編集委員の皆様および関係各位にも深く御礼申し上げます。ありがとうござ
いました。

肥田　剛典（東京大学）

本号の特集は「震災に立ち向かうAI・IoT技術」ということで、私自身はAIやIoTは専門ではありませんが、原
稿を見させて頂いて非常に勉強になりました。AI・IoT技術に限らず、新しい分野の勉強をするときには、はじ
めから研究論文を読んでも「方法」に当たる部分の記述が理解できず、かといって教科書・専門書の類を開いて
も何の役に立つのか分からない基礎理論の説明が延々続いてうんざりしてしまうようなことがあります。その
点、本特集の記事は、どのパートを見ても基礎理論・基礎技術的な内容と地震工学における応用についての内
容とのバランスが良く、初学者への導入教材として優れていると感じました。会誌No.41にて実施された読者
アンケートでも、AI・IoT技術に関する記事を望む声が多くありましたが、そうした要望を挙げて頂いた方々の
ご期待にも沿う内容だと思います。ぜひご一読下さい。

最後に、年末年始の多忙な時期にも関わらず、本誌記事原稿をご執筆頂いた著者の皆様、ならびに編集・校
正作業にご尽力頂いた委員の皆様に心よりお礼申し上げます。

成田　修英（戸田建設）




